
Ⅰ　は じ め に

（１）ドイツ連邦共和国（Bundesrepublik Deutschland）とは，どのような国

か（外務省・ドイツ基礎データサイト・２０１４年情報参照）。

　人口は８０９４万人，国土面積は３５，７万平方キローメトル（９か国と国境

を接する），首都はベルリン，首相はアンゲラ・メルケル氏（キリスト

教民主同盟），政体は連邦共和国制（１９９０年に統一，１６州・旧西独１０州，

旧東独５州，ベルリン州）。経済は世界有数の先進工業国，貿易大国で，

GNPの規模は欧州１位。なお，報告では１ユーロ＝１３７円で換算した

（２０１５年９月当時のレート）。

（２）最近の「ドイツ弁護士職」の状況等は，最近のドイツ弁護士会雑誌

（Anwaltsblatt），立法資料，統計資料，インターネットサイトの情報，代

表的な教科書・参考書などを参照している。

Ⅱ　ドイツ民事訴訟事件の動向　資料１

（１）第７０回（２０１４年）ドイツ法律家会議の資料参照

１　民事訴訟事件の動向（２００２年～２０１０年）

第一審裁判所の訴訟事件，地方裁判所・控訴事件の事件数が低減して
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いる。訴額別，事件分野毎の考察。

ラント毎の事件動向では，特に第一審地裁事件で，新ラント地域にお

ける事件数の減少率が高い。

２　訴訟事件の減少原因の検討

人口の増減の影響，裁判外紛争解決方式の拡充との関係，経済の好不

況との関係など，複数の原因が考えられる。

Ⅲ　ドイツの裁判所・法律家　資料２

（１）連邦・ラントの裁判所

（２）ドイツの法律家（裁判官，検察官，弁護士）

裁判官や検察官に比して，弁護士の人口の増大が顕著である。「弁護士の

氾濫」といわれる（ベルリン新聞 Berliner Zeitung ２０１５年１１月２２日）。

（３）加えて，各国の法律家・弁護士の動向も参照すると，世界的に弁護士

職の人口が近時，増加する傾向が強く，かつ，女性の弁護士職への進出

が目立つ。

Ⅳ　ドイツ弁護士の動向　資料３

（１）１９９０年代，そして２００５年までドイツの弁護士人口は，毎年，増加を続

けた。２０１５年には，１６万人をこえる弁護士が活動している。この間，女

性弁護士数も増加し，弁護士人口に占めるその割合は約３４％になってい

る。

　しかしこの間の民事訴訟事件は，逆に低減傾向にある。弁護士人口の

増加は，そのまま訴訟事件の増加にはつながらないとみることができよ

う。

（２）弁護士人口の増減の原因？

ドイツ統一（１９９０年）の影響，法学部学生数の動向，法学部への女子学

生の入学増加。そのほか経済の動きとの関係も考慮要因であろうが，本

報告では確たる事象を確定できなかった。

146（　 ）146



（３）ドイツの弁護士は稼いでいるか？

１　経済領域を専門にする弁護士や大規模事務所の弁護士など，一部の

弁護士は高い収入を得ている。

２　他方，ドイツ弁護士の大多数は小規模または中規模の事務所で働き，

その収入は他の職種と比較してもそれほど高くはない。

　　区裁における民事訴訟事件での弁護士代理事件の多さからは，ドイ

ツ弁護士職の「薄利多売」の業務形態の傾向がうかがえる。

３　ラント別および性別による収入の格差もみられる。

Ⅴ　ドイツ弁護士の業務活動　資料４

１　司法の独立した機関としての弁護士（連邦弁護士法）

２　最近の弁護士像の変化

司法機関から法的サーヴィスの提供者へ

３　裁判外の紛争解決制度の拡充

裁判外の法的サーヴィス提供法（２００７年）

裁判外の紛争解決制度・ADRの拡大

民事訴訟法の改正，調停法の制定（２０１２年）

４　弁護士事務所

伝統的な単独事務所に対して，最近の共同形態の事務所の増加。

５　弁護士報酬

法定の手数料原則（弁護士報酬法）は，利用する市民に分かりやすい。

しかし，弁護士の労働意欲にとっては必ずしもプラスとなるルールと

いえるかは，疑問にみえる。

６　専門弁護士の称号

連邦弁護士法４３条c，専門弁護士規則（２００８年）による。弁護士間の競

争において「○○分野に強い弁護士」という肩書は，依頼者の獲得に

とって有利に働くと考えられる。利用者の市民にも，分かりやすい。

しかし実際は，それに消極的な弁護士も少なくない。

豊田・山田：２０１５年度後期・公開講座「市民と弁護士（３）」
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７　権利保護保険

ドイツ弁護士職にとって，この制度は大きな収入源のひとつとなって

いる。

（以上，豊田担当）

Ⅵ　ドイツの民事法律扶助制度　資料５

　権利を求める市民にとって，費用の壁，専門家の壁を打開する方策とし

て重要である。しかし，ラントの国庫からは，分割払いで返済される額は

多くなく，付添い弁護士に支払う費用負担は相当に重いという声が強い。

近時に行われた２０１３年の法改正は，濫用的な申立てを排除し，付与決定後

の当事者に対する事後的管理手続きも厳しくする方向が目指された。

　ここでは，２０１３年改正法に基づくドイツの法律扶助制度について紹介す

る。

１　２０１３年改正訴訟費用援助法

（１）付与要件　（ア）主体的要件（資力要件），（イ）客体要件（勝訴要

件）

（２）訴訟費用援助の審査・付与手続

（３）訴訟費用援助の裁判

（４）弁護士の付添い

（５）訴訟費用援助の効果

（６）裁判所による付与の取消し

２　訴訟費用負担との関係

３　２０１３年改正助言援助法

（１）要件

（２）助言援助の内容・効力範囲

（３）助言援助の審査手続・助言援助の実施

（４）付与の取消し

（５）不服申立て
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（６）費用との関係

（以上，山田担当）

Ⅶ　ま　と　め

（１）弁護士人口の増加と訴訟事件数は，直ちには関係しないようである。

しかし，日本（人口，経済）と比較した場合，ドイツの民事訴訟事件数

はすでに相当の件数であって，むしろ日本の民事訴訟件数が少なすぎる

のか，それとも，ドイツの民事訴訟事件が飽和状態なのか考えてみたい。

（２）女性にとって，弁護士職は今後も進出が予想される分野と思われる。

わが国も同様の傾向がうかがえるが，評価できる方向であるとともに，

性別による差別があるならばそれは排除しなければならないと考える。

（３）弁護士数の増加は，弁護士職の業務形態や活動分野にも影響する。仮

に一定社会（国）の訴訟事件数に上限があると考えるならば，活動の場

を訴訟外での法的助言や紛争解決（予防司法），また民間企業や官公庁内

に求めることはわが国でも同様にありうる方向であり，必要でもあると

考える。

（４）専門弁護士の称号，すでに実施されているが権利保護保険のいっそう

の拡充など，わが国でもさらなる検討が進められるものと思われる。

（５）世界的に法律扶助の縮小傾向のなかで，わが国の法テラスはいま発展

途上にあり，いっそうの拡充が望まれる。

（以上，豊田・山田担当）

　市民向けの公開講座の資料であり，参照文献も限定的なものにとどめ，

表記方法も簡略化している。この点をご容赦頂きたい。報告内容は，機会

を改めて考察し，近い将来原稿にしたいと考えている。その際に，参照文

献も正確に掲示させて頂きます。

豊田・山田：２０１５年度後期・公開講座「市民と弁護士（３）」
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Ⅱ　ドイツ民事訴訟事件の動向

　二つのドイツ論文を参照して，ドイツ民事訴訟事件の動向をみることに

した。それぞれの分析は，各論文の執筆者の見解に基づいている。

１　第７０回ドイツ法律家会議資料

　マリーエ・ルイズ・グラフ－シュリッカー連邦司法省・消費者保護局長

「アウト寸前の民事訴訟？─ 民事訴訟件数の減少─ 」AnwBl ２０１４, S.５７３ff.

　第７０回ドイツ法律家会議（Deutschen Juristentag １８６０年設立。約７０００人

の法律家会員）は，２０１４年９月１７日および１８日，訴訟法部会において「民

事訴訟の将来」に関する議論を行った。事件数からみて，権利を求める市

民の間で，民事訴訟への期待度が低下していることがうかがえる。

２　民事訴訟事件の事件数

　２００２年から２０１２年までの民事訴訟事件の既済事件につき，訴額，事件分

野，ラント毎に調査した。

（１）第一審既済事件

　ア　第一審裁判所である区裁および地裁において，２００２年から０３年は増

加したが，０４年以降になると事件数は減少する。０８年から１１年にかけ

て低減傾向が続き，１２年には，区裁，地裁のいずれにおいても顕著な

減少が認められる。 *

　イ　０４年以来の事件数の減少率は，区裁で約２３％，地裁で約１９％である。

督促手続の事件数は，同じ期間で約３６％減である。

資料１

150（　 ）150

督促手続
（前年比％）

地裁・民事訴訟事件
（前年比％）

区裁・民事訴訟事件
（前年比％）年

８５８万（＋３．７％）４１．２万（＋２．５％）１４４．３万（＋１．６％）２００２



*なお，報告者が参照した統計数値（Statistisches Bundesamt, Fachserie １０ 

Reihe ２．１, Rechtspflege, ２０１４年版）によると，特に地裁既済事件，区裁

督促事件の数値が上記表のそれと異なる。https://www.destatis.de/DE/ 

Publikationen/Thematisch/Rechtspflege/GerichtePersonal/Zivilgerichte

2100210147004.pdf?__blob=publicationFile.事情は不明であり別の機会の

検討に委ねざるをえないが，本稿はさしあたりグラフ－シュリッカー論文

に従っている。また同１４年版によっても，区裁，地裁のいずれにおいて

も２０１３年，１４年と既済事件数の減少傾向はさらに続いている。

（２）控訴，上告，不許可抗告の事件数

　ア　地裁・控訴事件数

７．５万件（２００２年）→７万件（０３年）→６．３万件（０６年）→６．０９万件（１０

年）→５．７万件（１２年）

　イ　高裁・控訴事件数

５．６万件（２００２年）→５．６万件（０３年）→５．７万件（０６年）→５．３万件（１０

年）→５．２万件（１２年）

　ウ　上告・不許可抗告

４．５千件（２００２年）→３．８千件（０３年）→３．３千件（０６年）→３．１千件（１０

豊田・山田：２０１５年度後期・公開講座「市民と弁護士（３）」
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９４７万（＋１０．３％）４２．６万（＋３．４％）１５０万（＋４％）２００３

９０５万（－４．４％）４３．９万（＋３．１％）１４９万（－０．１％）２００４

８５６万（－５．４％）４２．４万（－３．５％）１４０万（－６．５％）２００５

７９０万（－７．７％）３８．１万（－１０．２％）１３１万（－６．１％）２００６

６８９万（－１２．８％）３７．３万（－２．０％）１２６万（－３．９％）２００７

６７６万（－１．９％）３６．６万（－１．９％）１２７万（＋０．８％）２００８

６７３万（－０．４％）３６．８万（＋０．７％）１２４万（－２．３％）２００９

６４３万（－４．６％）３７．２万（＋０．９％）１２１万（－２．５％）２０１０

６０１万（－６．４％）３７．２万（＋０．１％）１１９万（－１．１％）２０１１

５８２万（－３．２％）３５．５万（－４．５％）１１５万（－４．１％）２０１２
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年）→４．２千件（１２年）

３　訴額別の動向

（１）第一審・区裁事件

　訴額域全般で減少傾向，特に１０００ユーロから５０００ユーロの訴額域で減少

幅が高い（日本円１３７円＝１ €で換算すると，１３．７万円から６８．５万円に相

当）。

（２）第一審・地裁事件の訴額動向

　５０００ユーロから１万ユーロの訴額域における２６％の減少率が顕著である

が，訴額域全体で減少率は相当に高い。このうち５０００ユーロまでの訴額域

での７７％の増加率が特徴的である。訴額が５０万ユーロを超える領域になる

と，再び増加に転じている。
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増減率２０１２年２００２年訴額（ユーロ）

－１２％２０万件２３万件３００ユーロまで

－１１％１７万件１９万件３００－６００ユーロ

－１３％５．９万件６．８万件６００－７５０ユーロ

－１０％９．９万件１０．９万件７５０－１０００ユーロ

－１８％１２．４万件１５．２万件１０００－１５００ユーロ

－２１％８．７万件１１万件１５００－２０００ユーロ

－２１％１２万件１５万件２０００－３０００ユーロ

－１７％９万件１０万件３０００－４０００ユーロ

－１７％５．９万件８．３万件４０００－５０００ユーロ

－２３％８万件１０．３万件５０００ユーロ超え

増減率２０１２年２００２年訴額（ユーロ）

＋７７％３．３万件１．８万件５０００ユーロまで

－９％３．２万件３．５万件５０００－６０００ユーロ



（３）高裁事件の訴額動向

　地裁と同じような傾向がみられる。

４　事件分野ごとの動向

（１）区裁判所

　旅行契約事件，住居所有権事件（内部関係）が増加したのに対し，建築

事件，会社法，隣人関係事件，医事責任事件の減少率が大きい。
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－２１％３．２万件４．１万件６０００－７５００ユーロ

－１４％４．５万件５．３万件７５００－１万ユーロ

－２６％５．２万件６．５万件１万－１．５万ユーロ

－１６％５．２万件６．３万件１．５万－２．５万ユーロ

－１４％４．９万件５．７万件２．５万－５万ユーロ

－１０％２．９万件３．２万件５万－１０万ユーロ

＋１％２．７万件２．７万件１０万－５０万ユーロ

＋８％５．６千件５．１千件５０万ユーロ超え

増減率２０１２年２００４年事件分野

＋５０％１．７万件１．１万件旅行契約事件

＋３８％２．８万件２．０万件（０８年）住居所有権事件・内部紛争

－４０％１．５万件２．６万件建築事件

－３５％２．８千件４．３千件（０６年）会社法

－２８％８．２千件１．１万件隣人関係事件

－２６％１．７千件２．３千件医事責任事件

－１３％３．７万件４．２万件保険事件

－１１％９．５千件１．０万件人身傷害事件

－１１％２．７万件３．０万件賃貸借事件

－１６％３．４万件４．１万件その他賃貸事件
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（２）地方裁判所

　建築事件での２６％の減少率が大きい。また，会社事件（５５％），カルテル

事件（７０％）の減少率が特に目立つ。区裁事件に比べて（２６％の減少），地

裁・医事責任事件の増加率が大きい（６２％）。また投資事件（Kapitalanlage-

sachen）の増加率も高い（３５０％）。さらに，保険事件（２０２％），会社法

（１００％），営業上の権利保護（３３％）も上昇している。
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増減率２０１２年２００４年事件分野

＋３５０％１．６万件３．７千件（１０年）投資事件

＋２０２％１．２万件４．１千件（１０年）保険事件

＋１００％２．３千件１．１千件会社法

＋６２％８．５千件５．２千件医事責任事件

＋３９％４３１件３０９件旅行契約事件

＋３３％１．５万件１．１万件営業上の権利保護

＋１４％２．０万件１．８万件交通事故事件

＋８％４．６千件４．３千件国家責任

－１４％９．７千件１．１万件報酬請求

－１８％４．２万件５．１万件賃貸借・クレジット

－２０％２．５万件３．１万件売買事件

－２６％２．８万件３．８万件建築事件

－５５％２．５千件５．７千件会社事件

－１０％１．４万件１．６万件売買事件

－８％４．９万件５．３万件報酬請求

－８％１．４千件１．５千件（０８年）住居所有権・対外紛争

－５％２．１万件２．２万件クレジット事件

－４％１．３０万件１．３６万件交通事故事件

－４４％３８．６万件６８．６万件その他



（３）地裁・商事部（裁判所構成法９３条以下）

（４）高　裁

　建築事件が減少（４０％），他方で，売買事件（３３％），医事責任事件

（２５％），国家責任事件（１９％）は増加している。

５　ラント別の動向

（１）区　裁
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増減率２０１２年２００４年事件分野

＋４２％３２４件２２８件（１０年）カルテル事件

＋２７％７．７千件６．０千件（１０年）競争事件

＋８％４．３千件４．０千件会社法

－３７％１．２千件１．９千件商標事件

－４０％３．４千件５．７千件建築事件

－４６％１．４千件２．５千件代理商事件

－４７％１．７万件３．２万件その他

２０００–１２年２０００–０９年２０００–０６年２０００–０３年ラント

－１８％－１３％－８％＋３％バーデン・ヴュルテンベルク

－１１％－４％－１％＋９％バイエルン

－２５％－２０％－９％－５％ベルリン

－３９％－３６％－２４％－９％ブランデンブルク

－３９％－３６％－２４％０％ブレーメン

＋５％＋１２％＋２７％＋１６％ハンブルク

－７０％５００件１．６千件（１０）カルテル事件

－３３％１２万件１９万件その他
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（２）地　裁

　新ラント（旧東ドイツ）地域はいずれも，４０％以上の減少である。すな

わち，ブランデンブルク（４５％），メクレンブルク・フォアポンメルン

（４１％），ザクセン（４４％），ザクセン・アンハルツ（４９％），チューリンゲ

ン（４５％）である。

　これに対し，地裁事件では，旧ラント（旧西ドイツ）は増加のラントと

減少のラントに分かれる。増加ラントは，バイエルン（８％），ハンブル

ク（５％），ノルトライン・ヴェストファーレン（５％），シュレースヴィ

ヒ・ホルスタイン（１％）であり，減少ラントは，ザールラント（２３％），

ブレーメン（１４％），バーデン・ヴュルテンベルク（９％），ラインラン

ト・プファルツ（７％），ニーダーザクセン（４％），ヘッセン（２％）で

ある。
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－１４％－７％－５％＋２％ヘッセン

－３８％－３５％－２４％－７％メクレンブルク・フォアポンメ
ルン

－２１％－１４％－６％＋５％ニーダーザクセン

－１９％－１３％－８％＋１％ノルトライン・ヴェストファー
レン

－２０％－７％－７％＋３％ラインラント・プファルツ

－２３％－１６％－１０％１＋％ザールラント

－３０％－２８％－１９％＋２％ザクセン

－４０％－３７％－２６％－１５％ザクセン・アンハルツ

－１６％－１３％－１２％０％シュレースヴィヒ・ホルシュタ
イン

－３８％－３３％－２２％－４％チューリンゲン

２０００–１２年２０００–０９年２０００–０６年２０００–０３年ラント

－９％－５％＋７％＋１１％バーデン・ヴュルテンベルク



（３）高　裁

　ア　新ラントだけでなく，すべてのラントで事件数は減少している。た

だし，新ラントの減少率は比較的高い。メクレンブルク・フォアポン

メルンの６２％減から，ザクセンの２８％減まである。また，新ラントの

事件数自体もそれほど多くはない。

　イ　旧ラントでは，ザクセン・アンハルツ（３９％）からヘッセン（９％），

ノルトライン・ヴェストファーレン（９％）までの幅がみられる。

６　民事訴訟事件の減少原因は何か？

　グラフ－シュリッカー論文によると，事件減少については複数の原因が

考えられるとする。
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＋８％＋２％＋１５％＋１１％バイエルン

－１７％１４％３％＋２％ベルリン

－４５％－３７％－２２％－９％ブランデンブルク

－１４％－８％－５％＋８％ブレーメン

＋５％＋１２％＋２７％＋１６％ハンブルク

－２％＋４％＋１１％＋１４％ヘッセン

－４１％－３５％－２％－４％メクレンブルク・フォアポンメ
ルン

－４％－２％＋１５％＋１４％ニーダーザクセン

＋５％０％＋７％＋１２％ノルトライン・ヴェストファー
レン

－７％－２％＋６％＋１３％ラインラント・プファルツ

－２３％－１０％－３％＋６％ザールラント

－４４％－４１％－２９％－１５％ザクセン

－４９％－４６％－３２％－２０％ザクセン・アンハルツ

＋１％－７％＋２％＋６％シュレースヴィヒ・ホルシュタ
イン

－４５％－３９％－２８％－１７％チューリンゲン
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（１）国民の人口数は，２００２年～１２年の間に，８２５３万６６８０人から８１８４万３７４３

人しか減少していない（約６９．３万人，０．８％の減少）。

　しかし，事件数の減少幅が大きいラントは，人口数の減少幅も大きい。

ザクセン・アンハルツ９．２％の減少，チューリンゲン７．１％の減少，メク

レンブルク・フォアポンメルン６．３％の減少，ザクセン４．８％の減少がそ

れである。他方で，事件数が若干増加したラントは，人口数も増えてい

る。ハンブルク４％，バイエルン１．６％がそれである。

（２）市民は低い係争価格の領域では，訴訟以外の紛争解決方法を選ぶので

はないかと考えられる。

　ある調査研究によると，市民が裁判所を訪れようとする平均訴額は，

１９５０ユーロ（約２６．７万円）である。ただし，市民の２７％は，訴額が１０００

マルク（１３．７万円）以下でも裁判手続を開始している。同調査によると，

圧倒的多数の市民は原則的に司法を信頼しているが，手続期間に不満を

もち，判例は非常に不統一とみている。

（３）建築事件の減少が，すべての審級で顕著である。事実関係が複雑で，

経験の少ない若手の裁判官が担当すると，手続が遅延する。

（４）司法に対する国民の信頼は特に大きい。新しい法律問題については，

司法による原則的な解明の要求が特に強い。消費者分野でも，企業分野

でも，他の紛争解決方式の意義は高くない。

７　クリスチャン・ヴォルフ・ハノーバー大学教授「裁判外の紛争解決に

対する民事訴訟─事件数にみる紛争文化の変遷─」NJW ２０１５, 

S.１６５６ff.

（１）裁判所の新受事件の減少。区裁，地裁の第一審新受事件数は，ここ数

十年，部分的に相当に減少している。

　ア　１９９５年以降をみると，地裁の新受件数は，２００４年に約４４万件，２０１３

年に３５．９万件で，１９９５年以来，新受件数は１４．３３％の減少である。

　イ　特に商事部の新受件数の減少が顕著である。１９９５年の既済件数は６．５
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万件，新受件数は６．７万件，２０１３年の既済件数は３．５万件であり，９５年

当時の４５．７％減となった。

（２）同論文はつぎのような分析を示している。

　ア　民事訴訟率　　経済の好況的発展は，訴訟の事実上の増加を導く。

国民総所得は，２０００年から１３年で３２．９３％上昇している。また，人口は

１．９％減少した。民事訴訟率はこれらと逆の傾向にある。

　イ　仲裁裁判権の魅力？　　主要な仲裁機関（ドイツ仲裁裁判所，国際

商業裁判所，ロンドン国際仲裁裁判所，ストックホルム商業会議所国

際仲裁裁判所）の仲裁事件総数は，２０１２年に１３２２件である。同年のド

イツ地裁・商事部の取扱事件は３万６３２４件である。仲裁裁判所の事件

数は商事部事件の３．６％であり，仲裁裁判権は民事裁判権の競争相手に

ならない。

　ウ　理由のない訴え？　　理由のない訴え提起の傾向について，訴訟費

用の裁判の分担結果からみると，区裁と地裁で傾向が異なる。区裁の

費用分担は数年にわたり安定し，圧倒的に原告に有利な分担結果に

なっている。他方，地裁でも原則的には原告がたいていの事件で勝訴

しているが，近年，被告に有利な割合への変化が認められ，１３年には

５２．５９％になっている。

　エ　商事部の事件　　地裁・商事部の新受事件，既済事件の減少が非常

に顕著である。商事部は，一名の職業裁判官が裁判長，２名の商事裁

判官（名誉職裁判官）で構成される。これは，商人の専門知識を法発

見に取り込む趣旨であるが，今日，商事裁判官がどの程度それに適任

かは問題がある。商事部の管轄範囲が相当に拡張され，会社法・競争

法上の事件までも管轄する。

　オ　調停および ADR　　立法者は，調停法（Mediationgesetz）を制定し

て，民事訴訟法も法律によらない紛争解決モデルを当事者に義務付け

ることにした。

　すなわち，原告は，訴状に，調停・その他の裁判外紛争解決手続が
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訴え提起に先行しているか，当該手続の障害になった原因は何かにつ

いて記載しなければならない（民訴法２５３条３項１号）。また，和解裁

判官による和解手続が規定された（民訴法２７８条４項）。さらに，裁判

所は，当事者に対し，調停またはその他の裁判外の紛争解決手続を提

案できる（民訴法２７８条a）。区裁事件の減少は，このような発展の現れ

であろう。

　しかし，論者は ADR手続のつぎのような問題点を指摘する。第一

に，手続は原則として非公開である。第二に，ADR手続は初歩的な手

続規則しかもたない。第三に，オンブズマンないし調停人の法的適格

性が明確でない。調停法は，特定の職業上の資格を求めていない（５

条）。

　なお，調停法については，渡部美由紀「ドイツにおける ADR」法律

時報８５巻４号４４頁以下参照。

以上
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Ⅲ　ドイツの裁判所・法律家（２０１２年１２月３１日当時）

　Statistisches Bundesamt, Fachserie １０ Reihe ２．１, Rechtspflege, ２０１３; 

２０１４. 最高裁判所調査会編『世界の裁判所』６６頁（最高裁判例調査会，１９９５

年）など参照。

１　ドイツの裁判所

（１）連邦裁判所

（２）ラントの裁判所

　裁判官総数は２万０３８２名で，そのうち，男性は１万９９２２名，女性は８０７４

名である（なお，数値が合わないが，統計時期の違いによるものであろう

か。この点も別の機会の検討で補完させて頂く）。

資料２
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１１１名女性裁判官４５９名裁判官総数連邦全体

５名１６名連邦憲法裁判所

２７名１２９名連邦通常裁判所

１６名５５名連邦行政裁判所

１２名５９名連邦財政裁判所

１１名３５名連邦労働裁判所

１１名４３名連邦社会裁判所

２９名１１０名連邦特許裁判所

０名１２名軍務裁判所
（Truppendiensgerichten）*

*ドイツ連邦軍内の法的紛争を管轄する一審制の連邦裁判所。
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（３）連邦およびラントの裁判所
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組　織組　織所在地連邦裁判所

２部カールスルーエ　　連邦憲法裁判所

刑事部５部
（さらに８特別部）民事部１２部カールスルーエ。

ライプツィヒに支部連邦通常裁判所

１０部エルフルト連邦労働裁判所

１０部ライプツィヒ連邦行政裁判所

１４部カッセル連邦社会裁判所

１１部ミュンヘン連邦財務裁判所

組　織組　織１６のラント（州）ラント裁判所

６５５庁区裁判所

刑事部１６６０部民事部１５１０部１１６庁地方裁判所

刑事部９１部民事部４９８部２４庁（広域のラントに
は複数の高裁がある）高等裁判所

１６庁ラント憲法裁判所

１８６部１１７庁労働裁判所

１８庁高等労働裁判所

上級２００５１庁行政裁判所

１５庁高等行政裁判所

６９庁社会裁判所

１３庁高等社会裁判所

１８庁財務裁判所

１５庁高等財務裁判所

List der Gerichte（２０１５．９．２８現在），Statistisches Bundesamt, Fachserie １０ Reihe 
２．１, Rechtspflege ２０１３年，２０１４年など参照。



２　ドイツの法律家

　ラントの裁判所の裁判官総数は、２万数百名、検察官は近年、５１００名前

後で一定している。これに対し、弁護士数の増加が顕著である。十数年で

５万人を突破してさらに増加傾向にある。ただし、増加率に陰りがみられ

る。またこの間の訴訟件数は減少傾向で、弁護士数の動向とは逆の傾向が

認められる。

３　諸外国の弁護士人口の動向

　弁護士の増加傾向はドイツに限らず，世界各国でも同様の傾向がみられ

る。また女性弁護士の割合も各国とも高くなっている。諸外国の法曹人口

の動向・推移は，法務省・法曹養成制度検討会議第１０回（平成２５年３月１４

日開催），資料１「法曹人口に関する基礎的資料」に詳しい。これに若干の

資料を追加すると，弁護士人口の動向はつぎのようである。

（１）アメリカ合衆国

豊田・山田：２０１５年度後期・公開講座「市民と弁護士（３）」
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女性・比弁護士数女性・比検察官数女性・比裁判官数

２万０４９７
（２２％）

９万１５１６１４１２
（２８％）

４９９８**４１４２
（２７％）

１万５５４７１９９８年

３万７９５３
（２９％）

１３万２５６９５１０６６４２３
（３２％）

２万０３９４２００５年*

４万８３９３
（３２％）

１４万９１８４２１５２
（４１％）

５２４６７８４８
（３８％）

２万０４１１２０１０年

５万２４６４
（３４％）

１５万４８３０２１８１
（４２％）

５１３２８１８５
（４０％）

２万０３８２２０１２年

*裁判官の２００５年欄の数値は，２００６年の統計値。またこの数値はラントの裁判官
数と思われる。

**検察官の１９９８年欄の統計数値は，１９９９年のそれである。

女性３６％男性６４％１３１万５５６１人２０１６年

女性３５％男性６５％１３０万０７０５人２０１５年
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（２）ドイツ連邦共和国

　１９９０年代から増加傾向，特に９６年～２００５年は６－５０００人の増加，女性も

２０００人台で増加した。ただし２０１０年以降は減少に転じている（詳細は後掲

Ⅳ）。

（３）フランス

　２０００年から２００９年までの間に弁護士数は４割増加，他方，司法官（裁判

官，検察官）は，１９９４年間から２０１０年で２割増である。その実数は，裁判

官が５８５４人，検察官が１９０９人である（２０１４年）。
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女性３１％男性６９％１２０万３０９７人２０１０年

女性２９％男性７１％１１０万４７６６人２００５年

女性２８％男性７２％１０２万２４６２人２０００年

８９万６１４０人１９９５年

ABA National Lawer Population Survey, Historical Trend in 
Total National Lawer Population １８７８–２０１６; Lawer Demograph-
ics, Year ２０１５, ２０１６ （http://www.americanbar.org/resources_ 
for_lawyers/profession_statistics.html）参照。

女性３４％男性６６％１６万３５１３人２０１５年

女性３２％男性６８％１５万３２５１人２０１０年

女性２９％男性７１％１３万２５６９人２００５年

女性２５％男性７５％１０万４０６７人２０００年

女性約１９％男性８１％７万４２９１人１９９５年

Bundesrechtsanwaltskammer, Rund um den Anwaltsberuf: Sta-
tistiken der BRAK （http://www.brak.de/fuer-journalisten/ 
zahlen-zur-anwaltschaft/）参照。

５万８３２９人２０１４年

５万０３１４人２００９年



（４）イギリス

　弁護士は，９万６０２０人（２００２年）から１３万７６４５人（２０１１年）に増加して

いる。同年の裁判官は３６４７人，検察官２３９７人である。

（５）オーストリア

　弁護士は，２８８７人（女性２３８人，１９９０年）から５２７７人（女性８８５人，２００８

年）に増加している。

（６）中華人民共和国

（７）韓　国

豊田・山田：２０１５年度後期・公開講座「市民と弁護士（３）」
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４万５６８６人２００８年

３万６４４５人２０００年

３万１５９０人１９９５年

１万９０３３人１９９０年

２７万１４００人２０１４年

２３万２３８４人。女性６万１７１７人（２６．６％）２０１２年

約１６万人２００６年

１１万８０００２００５年

『２０１４年全国律師工作統計基本数据』，李薇「中国弁護士
制度の過去，現在と将来」一橋大学総合法政策実務提携
センター報告書（２００７年５月），サーチナニュース　
２０１３年８月３１日版（インターネット）など参照。

１万４０５５人２０１２年

１万１１８０人２０１０年

６３００人２００５年

３８８７人２０００年

三澤英嗣「韓国の弁護士を取り巻く状況」自正６３巻１号
６８頁，朴寅東「法律事務所 Hのグローバル・マーケッ
ティング戦略」など参照。
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【参　照　文　献】
　上記文献以外に，つぎの文献などを参照した。
中野貞一郎「ドイツの弁護士制度」三ケ月章ほか著『各国弁護士制度の研究』１２０頁
以下（有信堂，１９６５年）

岡崎克彦「ドイツにおける弁護士とその業務の実情について（一）～（五）・完」判例
時報１７１６号２８頁，１７１７号１１頁，１７１９号１８頁，１７２０号２５頁，１７２３号１０頁

森　　勇・米津孝司編『ドイツ弁護士法と労働法の現在』１５３頁（中大出版部，２０１４
年）

ペーター・ゴットバルト著（二羽和彦編訳）『ドイツ・ヨーロッパ民事訴訟法の現
在』５５頁（中大出版部，２０１５年）

森　　勇編著『リーガルマーケットの展開と弁護士の職業像』１頁以下（中央大学
出版部，２０１５年）所収の諸論考

藤田尚子「ドイツの法曹養成制度」法曹養成対策室報 No. ５（２０１１），８頁以下
福井しず香「ドイツ弁護士を取り巻く状況」自由と正義６２巻１１号６２頁以下
ペーター・ゴットヴァルト（入稲福智（訳））「ドイツにおける弁護士の状況」立命法
学２００６年４号（３０８号）１５６頁以下など

以上
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Ⅳ　ドイツ弁護士の動向

１　弁護士人口の推移*

　別紙１　「所属認可を受けた弁護士総数」（１７６頁参照）

　別紙２　「女性弁護士の割合（１９７０年以降）」（１７６頁参照）
*以下の考察は，前掲連邦弁護士連合会「弁護士職の状況・連邦ドイツ弁

護士連合会の統計（Bundesrechtsanwaltskammer, Rund um den 

Anwaltsberuf:Statistiken der BRAK）」などの参照による。

（１）裁判所で所属認可を受けた弁護士総数をみると，

　ア　１９９０年のドイツ統一（東西ドイツの統一）の少し前，８８年頃から新

規の弁護士が増加し始めた。９０年代は毎年増加，８８年から２０００人台，

９３年以降は３０００人台，４０００人台に達し，さらに９６年から２００１年までは

毎年６０００人台，２００５年まで５０００人台の増加を続けた。

　イ　弁護士総数は，２０００年には１０万人台に達し，その後も増え続けて１５

年には１６万３５１３人（同年１月１日現在）となっている。ただし，最近

は増加にブレーキがかかっており，２００９年からは毎年の増加は２０００人

台を低減し，２０１４年以降は１０００人を割っている。

　ウ　マスコミは，これを「弁護士の氾濫」と呼んでいる（ベルリン新聞

２０１５年１１月２２日付け）。

（２）女性弁護士の総数は，９３年頃から１万人台に達し，９８年には２万人台，

２００２年には３万人台，２００６年には４万人台，２０１２年には５万人台になっ

ている。弁護士総数に占める女性弁護士の割合は，２０１５年で３３．５８％であ

る。

（３）年齢別構成はつぎのとおりである。ただし，数字は簡略なグラフから

読み取ったため，特に小数点以下は概数である。２０１０年当時は，３０歳か

ら６０歳までがドイツ弁護士職の中心を占める。これに対し２０３０年になる

資料３

豊田・山田：２０１５年度後期・公開講座「市民と弁護士（３）」
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と，３５歳までの若手層が減り，中心層の年齢がもう少し高くなることが

予想される。

　以上は，Eine Zukunftsstudie für die deutsche Anwaltschaft im Auftrag 

des Deutschen Anwaltvereins, Der Rechtsdienstleistungsmarkt ２０３０, 

AnwBl ２０１３, S.３８９. Abbiludung ３ を参照。

２　報告者の若干の検討・考察は，つぎのとおりである。

（１）法学部（Rechtswissenschaft）の学生数の動向

　ア　法学部生の総数（ドイツ人＋外国人）をみると，１９７５年当時の５．１万

が，６．９万人（８０年）→８．５万人（８５年）→８．３万人（９０年）→そして，９３

年には１０万人に増加している。しかし，２００２年には，９万人台，０６年

からは８万人台に減少，２０１０年から再び増加，２０１４年には１０．９万人で

ある。

　ドイツ人法学部生の統計数値も同様の傾向を示している。２００１年まで

１０万人から１１万人台を推移，１９９９年は９万人台，その後は２００２年に８

万人台，２００６年に７万人台，その後持ち直して２０１０年に９万人台，

２０１４年には１０万人台に迫るまで回復している。
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２０３０年２０１０年年齢・歳

５．５％８．６％２５－３０歳

１０．０％１４．０％３０－３５

１３．７％１８．７％３５－４０

１５．８％１４．３％４０－４５

１５．０％１４．０％４５－５０

１３．７％１１．０％５０－５５

１３．７％１０．０％５５－６０

７．５％６．０％６０－６５

３．８％２．３％６５－７０

１．３％１．１％７０－８０



　ドイツの司法試験に定員はなく，その合格率は比較的高いといわれる。

弁護士人口の増減は，法学部の学生総数と関係があると思われる。特に

２００１年以降の法学部生の減少傾向が，弁護士総数の減少の原因のひとつ

と推測できよう。

　イ　これを男女別にみると，男子学生は３．８万人（７５年）→４．７万人（８０

年）→５．２万人（８５年）→４．８万人（９０年）→６．２万人（９５年）→５．４万人

（２０００年）→４．４万人（０５年）→４．２万人（１０年）→４．９万人（１４年）と推移

している。

　他方，女子学生は，１．３万人（７５年）→２．２万人（８０年）→３．３万人（８５

年）→３．４万人（９０年）→４．８万人（９５年）→４．８万人（２０００年）→４．７万人

（０５年）→５．０万人（１０年）→６．０９万人（１４年）と推移している。２００４年

以降，女子学生数が男子学生数よりも多くなり，現在まで続いている。

　したがって，男子学生の法学部離れに対し，女子学生の法学部志向が

みえる。男子学生の減少が弁護士総数の減少傾向につながり，逆に，女

子学生の増加が女性弁護士数を増加させている傾向がうかがえる。

　以上は，Statistisches Bundesamt, Destatis, Bildung, Forschung, 

Kultur, ２０１５（https://www.destatis.de/DE/ZahlenFakten/Indikatoren/ 

LangeReihen/Bildung/lrbil０３.html）参照。

　ウ　９０年代の５０００人，６０００人という大幅な増加傾向の原因としては，こ

の間の法学部生が多かったことが一つの要因であろう。また，１９９０年の

ドイツ統一は重大な要因と思われる。旧東ドイツの弁護士だけでなく，

解雇された法律家（裁判官，検察官など）が弁護士登録したことが想像

される。

　経済的な要因も考えるべきであろうが，本報告では検討できていな

い（なお，ドイツ経済はユーロ圏経済の約３割の規模を占め，２００９年の

リーマンショックによる不況から早くも１０年に回復，ヨーロッパ経済

のけん引役といわれる。ドイツ経済については，原田伸一「ドイツの

経済・産業の現状と日系企業動向」２０１４年２月１９日付け（Bank of 

豊田・山田：２０１５年度後期・公開講座「市民と弁護士（３）」

169（　 ）169



修道法学　３９巻　１号

Tokyo-Mitsubishi UFJ, GTAI GERMANY TRADCE & INVEST. 

https://www.gtai.de/GTAI/Navigation）など参照。

（２）弁護士職への経済的魅力はどうか。インターネット上は，「弁護士の収

入」または「弁護士職はもうかるか」など弁護士職の収入に関するサイ

トは多くみられる。若干の記事から，ドイツ弁護士の収入状態について

考えてみたい。

３　弁護士の収入

（１）給与レポーター「弁護士の給与」（gehaltsreporter.de-Gehalt Anwalt, 

https://gehaltsreporter.de/gehaelter-von-a-bis-z/Anwalt.html）の記事を

参照してみることにする。相当驚かされる内容である。

　ア　ドイツ司法試験の担当庁は，毎年，１万人の若者の法曹有資格者

（Volljuristen）を労働市場に引き込んでいるが，求職段階になると，国

家試験の成績がその後の職業上の成功に決定的な役割をする学問分野

はほかにない。大多数の法学部卒業生にとって職業上の見通しは暗く，

卒業生の約１０％のみが国家試験で上位成績を取得し，上位５００名の卒業

生が大きな事務所，国家，企業から求愛される。

　イ　経済関係の法律家・大規模な事務所*　　特に合衆国の巨大法律事務

所は職業上の速い成功のチャンス，国際感覚，魅力的な報酬と結びつ

き，若い法律家が年収７万ユーロから１０万ユーロを取得する（日本円

に換算して，９５９万円～１３７０万円相当）。
*同サイトの改訂版によると，Sullivan & Cromwell法律事務所が１４万

ユーロで最高額となっている（米・ローファーム）。
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報酬（ユーロ）国際的な大規模事務所・大企業

１０５．０００Allen & Overy（米・ローファーム）

５０．０００bis ６０．０００ plus Bonus ７．０００Audi（独・自動車）

１０５．０００Baker & McKenzie（米・ローファーム）
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７５．０００bis ８５．０００ plus Bonus bis １５．０００Beiten Burkhardt（独・法律事務所）

bis zu ９５．０００Bird & Bird（ヨーロッパ法律事務所）

８０．０００BMW（独・自動車）

１１５．０００plus Bonus bis １１．５００Cleary Gottlieb Stehen & Hamilton
（米・ローファーム）

１００．０００plus BonusClifford Chance（米・ローファーム）

８０．０００bis １００．０００ plus Bonus bis １０．０００CMS Hasche Sigle（独・法律事務所）

bis ５９．０００ plus Bonus bis ６．０００Deutsche Lufthansa（独・ルフトハン
ザ航空）

８５．０００–１００．０００ plus Bonus bis ２０．０００DLA Piper（米・ローファーム）

bis ４５．０００ plus BonusErnst & Young（ロンドン・法律事務所）

８０．０００bis １００．０００Flick Gocke Schaumburg（独・法律
事務所）

１００．０００plus BonusFreshfields Bruckhaus Deringer
（米・ローファーム）

１００．０００Gleiss Lutz（独・法律事務所）

８０．０００plus Bonus bis ３０．０００Görg

１００．０００–１０５．０００Hengeler Mueller

bis zu ８５．０００ plus BonusHeuking Kühn Lüer Wojtek

９０．０００–１００．０００ plus BonusHogan Lovells（米・ローファーム）

１００．０００Linklaters（米・ローファーム）

１００．００plus Bonus bis １８．５００Lthham & Watkins（米・ローファーム）

６５．０００–７０．０００ plus BonusLuther

１２５．０００Milbank Tweed Hadley & McCloy

９０．０００–１００．０００Noerr

９０．０００plus Bonus １８．０００Olswang

１０５．０００plus Bonus bis ８．０００Quinn Emanuel Urquhart & Sullivan

９３．０００Siemens（独・鉄道車両・情報通信機
器製造販売）

１００．０００bis １０５．０００SZA Schilling Zutt & Anschütz

９０．０００Taylor Wessing

bis １００．０００White & Case（米・ローファーム）
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　ウ　他方で，ドイツ弁護士の９０％以上は，小規模または中規模の法律事

務所で働き，収入は明らかに低い。年収が４万ユーロ（５４８万円相当）

あれば，中クラスである。２０名規模の事務所の平均年収は３．５万ユーロ

（４７９万円相当）である。ある調査によると，小規模事務所の勤務弁護

士の平均年収は４．６万ユーロ（６３０万円相当）である（ゾルダン弁護士

マネージメント研究所）。

　エ　経済法分野（銀行法・税法・倒産法・労働法など）で，中規模事務

所で働く弁護士の収入は明らかに高い。

　オ　企業内弁護士・シンデックス（Syndikus）　大規模事務所以外の選択

肢として，企業内弁護士の途がある。シンディクス（Syndikus）と呼

ばれる。社員５００人またはそれ以上の会社で，平均年収が１１万３５００ユー

ロ，トップグループのそれは１２．５万ユーロ（１７１２万円相当）となる。
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上位中位下位事務所の規模

４５．０００ €４０．０００ €３５．０００ €小規模（１０１名までの弁護士）*

７５．０００ €６５．０００ €５０．０００ €中規模（１０００名までの弁護士）

８０．０００ €７０．０００ €５５．０００ €大規模（１００１名までの弁護士）

*改訂版によると，小規模事務所の収入額が，下位から上位順に３．８万，４．６
万，５．２万ユーロにそれぞれアップしている。

中規模の経済専門事務所における，経験年数の違いによる純年収額  

平均年収額職業経験

４０．０００ €–７５．０００ €新規の弁護士

６５．０００ €–８５．０００ €２年経験

７５．０００ €–９５．０００ €３年経験

８０．０００ €–１０６．０００ €４年経験

８５．０００ €–１１８．０００ €５年経験

９０．０００ €–１１５．０００ €６年経験



（２）検察官および裁判官の給与（月収）

　連邦給与法（Bundesbesoldungsgesetz, Besoldungsordnung R）による。

ただし，２０１５年３月１日以降の現行規定によると，下記の給与額はもう少

しアップしている（Anlage IV http://www.beamtenbesoldung.org/ 

images/pdf/besoldungstabelle-２０１５.pdf）。

　ア　裁判官の給与（月収）をみると，区裁判所，地方裁判所，労働裁判

所，社会裁判所，行政裁判所の裁判官（R１）の月収は，３．７８０ €– 

６．１２４ €（約５２万円－８４万円）である。

　イ　地方裁判所の裁判長クラス（R２）で，４．５９３ €–６．６７６ €（約６３万円－

９１万円），所長クラス（R３）で７．３４２ €（約１００万円）である。

　ウ　高等裁判所所長裁判官（R５）で８．２６０ €（約１１３万円），連邦通常裁判

所の裁判官で８．７２５ €（R６）（約１１９万円），裁判長裁判官（Vorsitzen-

der Richter）で９．６４５ €（R８）（約１３２万円），長官（Präsident）で

１２．５５８ €である（R１０）（約１７２万円）。

　エ　検察官は ３．７８０ €（約５２万円）（steigt bis auf ６．１２４ €）（R１），連邦通

常裁判所付きの検察官は４．５９３ €（約６３万円）（steigt bis auf ６．６７６ €）

（R２），検事総長（Generalstatsanwalt）は，４．５９３ € bis ７．７６９ € （約１０６

万円）（Stufe R ４）である（R２, R３, R４）。

（３）他の職種との比較　（Mehr von YAHOO Finanzen, ２０１５年１１月１２日付け

参照。https://de.finance.yahoo.com/nachrichten/Welcher-Beruf-am-

besten-yahoofinanzen-３８１７３０４９６１.html）

　ア　パイロットの一か月の純給与は，８０００ユーロから１．５万ユーロである

（約１０９万円～２０６万円）。
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学位の有無による平均年収額

上位中位下位企業規模

５０．０００ €４５．０００ €３９．０００ €学位なし

６６．０００ €５５．０００ €５０．０００ €学位あり
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　イ　医師の平均月収は約６４００ユーロ（約８８万円）である。主任医師（雇

用）の平均年収は２６．６万ユーロ（約３６４４万円）になる。

　ウ　企業助言者（Unternehmensberater）の平均月収額は，６０００ユーロ

から８５００ユーロである（約８２万円～１１６万円）。大企業の報酬額はもっ

と高額になり，年収純額は３５万ユーロ（約４７９５万円）まである。

　エ　広告代理店のグラフック・デザイナーの平均月収は，約４８００ユーロ

（約６６万円）である。

　オ　弁護士は高給取りとみなされるが，収入額の比較からはそれほどで

はない。その平均月収は約４８００ユーロ（約６６万円）であり，グラフッ

ク・デザイナーと同額である。ただし，専門分野によって異なり，特

許法，メディア法（放送法），税法の専門弁護士の報酬額は高い。

（４）Gehalt.de-「弁護士はどれぐらいかせいでいるか（Wie viel verdient ein 

Anwalt?）」２０１２年９月１３日付け（http://www.gehalt.de/news/wie-viel-

verdient-ein-anwalt）を参照。

　ア　地域別・性別による報酬額の比較

（a）新規弁護士の平均年収をみると，ヘッセン州の弁護士が５万６００５

ユーロ（約７６７万円）で一番高額，ついでバーデン・ヴュルテンベル

ク州，バイエルン州である。他方，旧東ドイツの各ラントの平均年

収は全般的にそれより低額で，最低はメクレンブルク・フォアポン

メルン州の３万８７６５ユーロ（約５３１万円）。そうすると，弁護士の収

入は，各ラントの経済力が反映していることがうかがえる。

（b）その後に弁護士が経歴を重ねた場合も，同様の傾向が認められる。

ラントの順位は同じであり，ヘッセン州では６万５７１６ユーロ（約９００

万円），バーデン・ヴュルテンベルク州では６万５４７７ユーロ（約８９７

万円），バイエルン州６万５４７７ユーロ（約８９７万円）である。他方，

旧東側のラントはいずれも低額であり，最低のメクレンブルク・フォ

アポンメルン州は４万５４８７ユーロ（約６２３万円）である。

（c）性別も年収額に影響する。これはすべてのラントで一般的に認め
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られる。

以上
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ラントによる弁護士報酬の違い

ラントによる男女別報酬の違い
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別紙１

別紙２
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所属認可を受けた弁護士総数（２０１６年３月現在）

女性弁護士の割合（１９７０年以降）

前年比（％）前年比
絶対値

女性弁護士の
割合（％）女性弁護士弁護士総数年

––４，５２１．０３５２２．８８２１９７０
６，１８６４４，６６１．０９９２３．５９９１９７１
５，２８５８４，７６１．１５７２４．３２２１９７２
５，２７６１４，８７１．２１８２５．００８１９７３
６，６５８１５，０３１．２９９２５．８２９１９７４
７，７８１０１５，２１１．４００２６．８５４１９７５
１７，４３２４４５，７３１．６４４２８．７０８１９７６
１９，０４３１３６，２７１．９５７３１．１９６１９７７
１７，４２３４１６，８６２．２９８３３．５１７１９７８
１０，７９２４８７，２５２．５４６３５．１０８１９７９
８，２５２１０７，６４２．７５６３６．０７７１９８０
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８，７８２４２８，０３２．９９８３７．３１４１９８１
１５，３４４６０８，８６３．４５８３９．０３６１９８２
１４，３１４９５９，５３３．９５３４１．４８９１９８３
２１，２７８４１１０，７７４．７９４４４．５２６１９８４
１７，８８８５７１２，０４５．６５１４６．９３３１９８５
８，５３４８２１２，６０６．１３３４８．６５８１９８６
８，４６５１９１３，２４６．６５２５０．２４７１９８７
８，３７５５７１３，８８７．２０９５１．９５２１９８８
１０，４２７５１１４，７１７．９６０５４．１０８１９８９
７，２５５７７１５，０７８．５３７５６．６３８１９９０
１２，０１１．０２５１６，０８９．５６２５９．４５５１９９１
––１７，５１１１．７５０６７．１２０１９９３
８，３７９８３１８，０８１２．７３３７０．４３８１９９４
１２，５６１．５９９１９，２９１４．３３２７４．２９１１９９５
１０，２０１．４６２２０，０４１５．７９４７８．８１０１９９６
１４，３２２．２６１２１，２１１８．０５５８５．１０５１９９７
１３，５３２．４４２２２，４０２０．４９７９１．５１６１９９８
１２，８９２．６４２２３，６６２３．１３９９７．７９１１９９９
１０，５９２．４５０２４，５９２５．５８９１０４．０６７２０００
９，１３２．３３５２５，３０２７．９２４１１０．３６７２００１
８，９７２．５０４２６，１６３０．４２８１１６．３０５２００２
７，１２２．１６７２６，８４３２．５９５１２１．４２０２００３
７，９７２．５９９２７，７６３５．１９４１２６．７９３２００４
７，８４２．７５９２８，６３３７．９５３１３２．５６９２００５
６，５５２．４８７２９，２８４０．４４０１３８．１０４２００６
５，４６２．２０７２９，８６４２．６４７１４２．８３０２００７
４，８２２．０５６３０，４３４４．７０３１４６．９１０２００８
４，５５２．０３３３１，０８４６．７３６１５０．３７７２００９
３，５５１．６５７３１，５８４８．３９３１５３．２５１２０１０
３，０６１．４７９３２，０４４９．８７２１５５．６７９２０１１
３，４３１．７１３３２，５６５１．５８５１５８．４２６２０１２
３，０８１．５９０３３，０５５３．１７５１６０．８８０２０１３
１，８１９６４３３，２８５４．１３９１６２．６９５２０１４
１，４３７７３３３，５８５４．９１２１６３．５１３２０１５
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Ⅴ　ドイツ弁護士の業務活動

１　司法の独立した機関としての弁護士

　連邦弁護士法（Bundesrechtsanwaltsordnung）第一編に定めるドイツの

伝統的な弁護士像

（１）弁護士の地位（同法１条）

　弁護士は司法の独立した機関である。

（２）弁護士の職務（同法２条）

　ア　弁護士は自由な職務を行使する。

　イ　弁護士の活動は営業ではない。

（３）助言および代理の権利（同法３条）

　ア　弁護士は，あらゆる法律事件に関して，十分な能力を有する独立し

た助言者かつ代理人である。

　イ　あらゆる種類の法律事件に関して，裁判所，仲裁裁判所または官庁

の面前に出頭する弁護士の権利は，連邦法によってのみ制限すること

ができる。

　ウ　何人も，法律の規定の枠内において，あらゆる種類の法律事件に関

して，その選択にかかる弁護士により助言を受け，かつ，裁判所，仲

裁裁判所または官庁の面前で代理を受ける権利を有する。

　エ　区裁判所の弁護士代理の状況は，つぎのとおりである。

資料４
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２０１４年２０１３年年，
既済事件　１１０万７２１５件既済事件　１１３万８８２３件第一審既済民事事件

４６万４９４５件４８万７９７５件原告のみ
２万８５２９件３万０３６４件被告のみ
５０万９２８０件５１万１８９３件双方あり
１０万４４６１件１０万８５９１件双方なし

Statistisches Bundesamt, Fachserie １０ Reihe ２．１, Rechtspflege Zivilgerichte ２０１３, 
S.３０; ders., ２０１４, S.３０参照。



　区裁判所は訴額５０００ユーロ（６８．５万円）までの民事事件を管轄する。

全既済事件の平均的訴額は，約１８３０ユーロ（２０１３年は１８２８ユーロ，

２０１４年は１８３３ユーロ。約２５万円相当）である。弁護士が当事者双方を

代理していない既済事件は約１割で，ほとんどの既済事件で弁護士が双

方または一方の当事者を代理している。ドイツ弁護士は薄利多売とい

われる一端がここでもうかがえる。地裁以上は弁護士強制である。

２　弁護士像の変化

　「司法機関からサーヴィス提供者へ」

（１）法的サーヴィスの市場は全体的には拡がった。しかし，５．４万の法律事

務所の弁護士間では，競争は激しくなっている。特に事故処理の分野な

どでは，非弁護士職の数が増大しており，自動車セールスマン，修理工

場の経営者，専門家，レンタカー事業者などが競争相手になっている。

また，保険会社，銀行，その他の財務相談所も同じく参入している。

　Vgl.ドイツ弁護士職の将来研究会「法的サーヴィス市場２０３０年」

AnwBl ２０１３, S.３８４ff.

（２）２００７年１２月１２日の「裁判外の法的職務供給（Rechtsdienstleistung）に

関する法律」（法的サーヴィス提供法（Rechtsdienstleistungsgesetz）が，

裁判外の法的サーヴィスを提供する権限について規定する（同法１条１

項１文）。同法は，権利を求める市民，法的取引き，法秩序を不適格な法

的サーヴィスの提供から保護することを目的とする（同法１条１項２文）。

（３）インターネットによる弁護士検索サイト（例えば　Rechtsanwälte 

München auf muenchen.de／Rechtsanwalt in München - JuraForum.de）　

→弁護士の自己紹介（写真付き），業務分野，電話，メールアドレスなど

が掲載されている。

（４）裁判外紛争解決制度

　ア　ドイツ手続法は，紛争の権威的裁判に向けられている。他方で，伝

統的な民事訴訟と並んで，裁判手続を補完する紛争解決メカニズムの
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需要は原則的に存在する，と指摘される（G. Zimmer, Aussergerichtli-

che Streitbeilegung in Deutschland, ２００１, S.２５.）。

　既存の補充的紛争解決方式として，シーズマン（Schiedsmann），消

費者紛争のための仲裁所・調停所（Schieds-und Schlichtungsstellen），

民間銀行のためのオンブズマン，ハンブルク公共法律相談所（ÖRA），

調停（Mediation），などがある。

　イ　このような動きを積極的に支持する前連邦憲法裁判所裁判官の文献

として，Renate Jaeger, Zukunft der Konfliktbeilegung: Schlictung ist 

Rechtskultur,（紛争解決の将来。調停が法文化である）AnwBl ２０１３, 

S.４０６ff.

　ウ　民事訴訟法自体も，訴訟外の紛争解決を評価する。つぎの規定がそ

れである。

（１）民事訴訟法施行法第１５条 a （裁判外の紛争解決）は，ラント司法行

政により設置・承認された和解所において，つぎに掲げる法的紛争

については，合意により解決する試みをした後初めて，訴えの提起

は適法になる旨を，ラント法で定めることができるとする。すなわ

ち，７５０ユーロを超えない金銭請求に関する紛争，相隣関係に基づく

請求権に関する紛争，名誉棄損による請求権に関する紛争などである。

（２）また，民訴法２７８条（和解による紛争解決，和解手続，和解）は，

裁判所は，手続のあらゆる状態において，訴訟または個別的争点に

つき和解による解決に配慮すべき旨規定する（訓示規定。１項）。そ

のために，裁判所は和解手続を口頭弁論に先行させ，和解手続では，

事実および争点について，すべての事情を自由に評価したうえで当

事者と討論し，必要があれば，問いを発しなければならないと規定

する（２項）。

（３）さらに，民訴法２７８条 a（調停，裁判外の紛争解決）は，裁判所は

当事者に対し，調停または裁判外の紛争解決手続を提案できる（１

項），そして当事者がその実施を決めたときは，手続の中止を命ずる
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（２項）旨規定する。

　エ　調停法

　２０１２年７月２１日の「調停およびその他の裁判外紛争解決手続の促進

のための法律」（Gesetz zur Forderung der Mediation und anderer Ver-

fahren der aussergerichtlichen Konfliktbeilegung vom ２１．０７．２０１２

（BGB１ I S.１５７７））。

（a）その第一章が「調停法」（Artikel １ Mediationsgesetz（MediationsG）） 

であり，全文９か条の法律。

「調停は信頼できる組織的な手続であり，当事者は一人または複数の

調停人の協力を得て，任意かつ自己責任で紛争の合意による解決に

努める。」

「調停人は独立・中立の立場にあり，調停によって当事者を誘導する

決定権限はもたない。」

（b）調停の適用事件

　・家族法における別居事件，離婚事件，その他の事件，遺言書

　・刑法（犯罪者，被害者補償）

　・行政法，公的な建築計画，計画手続

　・税法，税務署との税負担額についての紛争

　・経済，企業と顧客・請負業者の紛争

　・保険事件，損害保険

　・労働生活，経営者と従業員の経営協議会の間の紛争

　・消費者破産の際の裁判外の債務清算の試み

　・学校，団体内の紛争

　・民訴法施行法１５条 aの事件，相隣関係の紛争，７５０ユーロの価額ま

での財産権上の紛争，名誉棄損による紛争

　・賃貸法関係の紛争

　・医事法，医師と患者の関係，病院内の医師間・医師の団体内の紛

争
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　・学術分野

（c）調停の利点として，迅速な解決，ウィンウイン解決，調停人の専

門知識，コスト，自己責任の強化，調停人の自由選択，他の関係者

の調停関与，親和性，法的請求権をこえた持続的な結論，人的関係

の保持および配慮，請求権の消滅時効の中断などが指摘される（P. 

Arens/W. Lüke, Zivilprozessrecht, ２０１１, §５０, IV, S.４５２ff.）。

３　弁護士職の事務所形態

　伝統的な「個人事務所」に対し，事務所の組織化または共同化の方向が

みられる。本報告では検討できないが，つぎのような形態がある。

　ア　「事務所の共同」（Bürogemeinschaft）　事務所だけ共同して，職務は

弁護士個々人で提供する方式。

　イ　「共同事務所」（Sozietät）　複数弁護士が共同で職務を提供する民法

上の組合形式の事務所形態であり，事件の受任は共同事務所名で受け

る。

　ウ　「共同会社」（Partnerschaftsgesellschaf）　複数弁護士がパートナー

契約を締結して登記した事務所形態であり，会社自体が権利能力を有

する。法人格はない。

　エ　「有限会社」（Partnerschaftsgesellschaft mit beschrankter Beruf-

shaftung（PartGmbB））　有限会社法に基づき定款を作成し商業登記

簿に登記して設立される事務所形態で，事務所自体が法人となる。

　オ　「物的資本会社」（Kapitalgesellschaft）　ドイツで利用は少ない。

４　弁護士報酬

　２００４年７月１日の「弁護士の報酬に関する法律（弁護士報酬法）」が規定

する（２０１３年８月１日に法改正）。

（１）弁護士活動の報酬として，手数料（Gebühren）と立替金（Auslage）が

ある（１条）。
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（２）裁判外および裁判上の手数料

（３）報酬の合意（３条 a）

　ア　法定報酬の例外として，書面（Textform）により報酬を合意できる

（１項１文）。相手方当事者は，費用償還の際に，法定報酬より低額の

報酬を受けない旨の合意が含まれなければならない（１項２文）。

　イ　訴訟費用援助の付添い弁護士が法定手数料以上の報酬を受ける旨の

報酬合意は，無効である（３項１文）。

（４）成功報酬の合意の無効（連邦弁護士法４９条 a第１項）

　ア　弁護士報酬法の法定報酬より低額の報酬を支払う旨の合意は，原則

として無効である（１項）。報酬またはその額を事件の結果または弁護

士活動の成果にかからせる旨の合意（成功報酬）も，無効である（２

項）。

　イ　ただし，依頼者の経済状態から理性的に考慮したとき，成功報酬の

合意がなければ権利追行をしていなかったと思われる場合は，個別的

ケースに限り，成功報酬の合意ができる（弁護士報酬法４条 a第１項）。

５　専門弁護士の称号

　別紙３　「専門弁護士の分布」（１８７頁参照）

　別紙４　「専門弁護士職の発展」（１８８頁以下参照）

（１）連邦弁護士法４３条 c第１項は，ひとつの法分野で特別な知識および経

験を取得した弁護士は，専門弁護士の称号を称する権限が与えられると

規定し，その法分野として，行政法，税法，労働法，社会法をあげてい

る。

（２）専門弁護士規則（Fachanwaltsordnung ２００８年１月１日）

　ア　許可される専門弁護士の名称（１条）

　連邦弁護士法４３条 c第１項２文により，行政法，税法，労働法，社

会法の分野。

　それに加えて，家族法，刑法，倒産法，保険法，医事法，賃貸借・
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住居所有法，交通法規，建築法，相続法，運送法，営業上の権利保護，

商法・会社法，著作権法，メディア法，情報工学法，銀行法・資本市

場法（Kapitalmarktrecht），農業法，国際経済法の分野についても，付

与できる。

　イ　付与のための要件

①　特別な理論的知識および特別な実践的経験の証明（２条）

②　弁護士として３年間の所属認可を受けて活動実績があること（３

条）

③　専門職弁護士の称号準備のための特別課程に参加して，特別な専門

知識を取得したこと（４条）。課程の全時間は最低１２０時間，税法はさ

らに４０時間，倒産法はさらに６０時間が必要。

④　申立ての直近３年内に，専門分野で弁護士としての職務遂行の経験

があること（５条）。

　行政法８０件，そのうち最低３０件の裁判手続，最低６０件は特別行政法

の３種類分野に関連し，そのうち一分野は５件。税法は５０件，労働法

は１００件，社会法は６０件。家族法は１２０件，その半数は裁判手続。

⑤　継続教育の実践（１５条）　毎年，当該分野で学術書の出版，または

弁護士の継続的教育の場で講演・聴講。全体時間は１５時間を超過。弁

護士会の証明。

⑥　委員会での審査・決定（１７条以下）

　ウ　専門称号に消極的な弁護士層もある。

①　専門称号をもたない弁護士２３００人を対象としたアンケート調査研究

によると，４７％はその取得に関心がある。しかし５３％は，経済的な理

由からその取得に関心なしとする。

（マティハラス・キリアン弁護士（Matethalas Kilian）（ケルン弁護士

会）, Der Verzicht auf einen Fachanwaltstitel aus wirtschaftlichen 

Gründen（経済的理由による専門称号の放棄）, AnwBl ２０１４, S.５２ff.参

照）
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②　現代の弁護士の明らかに大多数は，専門称号とは別に，スペシャリ

ストである。「専門弁護士＝スペシャリスト」，「非専門弁護士＝ジェ

ネラリスト」の構図は，もはや一致しない。ジェネラリストであって

も，非専門弁護士中で，その生活範囲やターゲットを専門的に扱いな

がら，その活動に適した専門称号をもたない弁護士は多い。

③　上記調査研究によると，１／３がジェネラリスト，他の１／３が専門弁護

士とする。専門称号をもたなくとも，スペシャリストであると考えて

いる相当大きな弁護士グループが存する。

④　専門称号をもたない弁護士の５５％が，スペシャリストと考えている。

法分野３３％，ターゲット・グループ１５％，両方７パーセントである。

４５％がジェネラリストであるとしている。

　専門弁護士の８３％がスペシャリストと考えている。他方，１７％は専

門称号をもっていても，ジェネラリストと考えている。

（キリアン弁護士「Rechtsanwälte ohne Fachanwaltstitel – Spezialiste 

oder Generalisten?（専門職称号をもたない弁護士─スペシャリスト，

それとも，ジェネラリスト）, AnwBl ２０１３, S.６２２ff参照）

専門弁護士制度については，森勇編著『リーガルマーケットの展開と

弁護士の職業像』（中央大学出版部，２０１５年）所収の諸論文参照。

６　権利保護保険

（１）約５０の保険会社が権利保護保険業務を扱っている。２００９年，ドイツ保
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険経済総同盟加盟の保険業者の純保険料収入は，３２億ユーロであった。

権利保護保険契約は２０６０万件，したがって，全家計の約４３％が権利保護

保険に加入していることになる。

（２）２００９年，３６０万件の損害が届け出られた。権利保護保険会社の損害経費

は，同年，２４億ユーロであり，そのうち１９億ユーロが弁護士への報酬で

あった。弁護士職にとっては，権利保護保険は重要な経済的意義を有し

ている。

（３）保険契約法１２５条から１２９条の５か条が，その法的根拠となる。

（Klaus Schneider, Rechtsschutzversicherung für Anfänger, ２０１１, S.２f.参

照）

以上
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専門弁護士の分布（２０１５年１月１日現在）

３称号２称号１称号専門弁護士弁護士RAK

女性全体女性全体女性全体女性全体女性全体

–––３–６–９８４６連邦通常裁判所

３１１４２１８５２６１８５５３０９１．０６２８４１２．７０７バンベルク

７２９１０２３７３８９０２．８１０１．００６３．２４１４．６３３１３．７７４ベルリン

２１５４７１４５２２９６１６２８０７９１８９５２．３５８ブランデンブルク

２１５２７１２２１５６５５２１８８７０４５３０１．６８１ブラウンシュバイク

１３２７１１６１２５４５５１８２６９６６１５１．９３０ブレーメン

６３４８８４３４５１６１．８２０６１６２．３２２１．９１７５．９０５ツェレエ

１０５６９８４８４７３３２．６４１８５１３．２３７４．０８０１２．２６０ドュッセルドルフ

２４２１３９５７２１．０９６３．４３３１．２３９４．０９１６．５６７１８．３２６フランクフルト

２１３４２２２９３０１１．０６７３４６１．３２２１．１５８３．５１１フライブルク

１１０４３２１９５５０１．８９８５９５２．１３７３．４３４１０．１４０ハンブルク

１８１４０２３８１．２４７１．２２２４．４１２１．４７８５．７９９４．２１１１３．７７１ハム

１１７５０２３１３８２１．２９１４３４１．５５６１．５４４４．６３７カールスルーエ

５１６２４１４１１５９５６１１９４７３３５４４１．７５１カッセル

６３４５６２７９３０４１．０７３３７４１．４２９１．０６８３．３４０コブレンツ

３３８１１０４９１８２５２．８４１９４１３．４０８４．３０１１２．７２４ケルン

１１１２３１３４１３０４９４１５５６５０５１９１．５６９メクレンブルク

６４３１８６６９６１．４９２４．５５３１．６９０５．３３５７．４６１２０．８９０ミュンヘン

３１８８１３１６４４８１．４００５３５１．７５２１．６７８４．７１９ニュルンベルク

３３２６５２９１２９０１．０３６３６１１．３９１７８９２．７００オルデンブルク

２９２３９６１３７４０９１６４５２３４８５１．４４６ザールブュッケン

４１９７３２８５５１６１．４６４５９７１．７８７１．７２８４．７４９ザクセン

２７３６１２５１８２５４６２２２６８５６４８１．８０２ザクセン・アンハ

–１８５３２８４３３２１．１７５３８５１．４９５１．２０１３．８８０シュレースヴィヒ

３２４８１３６５５７２１．９３８６５９２．３５１２．２８３７．３２６シュトゥトガルト

１１１４３１３６２２４６２９２２５７８７７１２２．０４９チューリンゲン

１１５３５１７４１８２６９１２２０８９４６１３２．０７５チュービンゲン

３１３３１１２３１５３５０６１９０６５３４４９１．４４７ツバイブリュッケン

９８６９３１．８６３８．２９６１２．４０７４１．１７２１４．４３６５０．８４０５４．９１２１６３．５１３連邦全域

６２４６１１．５７５７．４４３１３．７２１４８．８７８５４．１３９１６２．６９５前年

１，４３０，５０前年比（％）
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専門弁護士

交
通
法
規

賃
貸
借
・
住
居
所
有
法

医
事
法

保
険
法

倒
産
法

社
会
法

労
働
法

家
族
法

刑
法

行
政
法

税
法

年

７５８３６１９６０

５２１．２９６１９７０

３２１．６０９１９８０

１４５６９２２５９２．０９７１９８９

１９０９１１３０７２．１４５１９９０

１９６９５２３１６２．１３７１９９１

２５０１．０６０３５５２．１７０１９９３

２９４１．３４０４１３２．２６０１９９４

３１９１．５５７４６４２．３５０１９９５

３４９１．７４９５２０２．４１５１９９６

３８４２．１１０５７９２．５０７１９９７

４０９２．４８７１．１６０１９４６４３２．６７４１９９８

４３２２．８４３２．２３８４３８７０６２．７６９１９９９

３０４５９３．３１５２．９９７７０２７８５２．７９２２０００

１４１５４２３．８２７３．７８９９１２８６６２．９３９２００１

２６８６１２４．４１４４．５０２１．１２９９６６３．１５１２００２

３７３６７３５．０００５．１２６１．３２６１．０４４３．３９１２００３

１４４４６７３３５．４４６５．６４８１．４５６１．１１１３．５７０２００４

２２２５６１７８７５．９４８５．９４３１．５８５１．１４５３．６８８２００５

３９６２７６１２５３９５６３１８４５６．４５７６．３５３１．７３０１．１７８３．９０１２００６

１．１５６１．００７４０１５８８７５５９３０７．０４７６．９３５１．８６５１．２４４４．０４２２００７

１．７６２１．５４０６２８７２６９３１１．０６５７．６６９７．４７４２．０９６１．２９９４．３１３２００８

２．１０４１．８８７７７７８１８１．０６０１．１５５８．０３８７．７４９２．２７６１．３２９４．４３１２００９

２．４２０２．１８１９１６８８３１．１４７１．２５２８．３６８８．０９８２．４１４１．３７２４．４６３２０１０

２．７４４２．４４１１．０５２９６７１．２６１１．３４６８．７０１８．３７３２．５９６１．４１６４．６１５２０１１

２．９８１２．７２６１．１８２１．０５２１．３６７１．４５３９．１０１８．７１６２．７５５１．４５６４．７２８２０１２

３．２１０２．９５０１．３１０１．１２２１．４４６１．５６７９．４２５８．９６７２．９３１１．４７３４．７９５２０１３

３．４１０３．１２６１．４１２１．２１１１．５２５１．６５８９．７１３９．１８１３．０８７１．５０１４．８６４２０１４

３．５９１３．２８４１．５０６１．２７２１．５８０１．７４６１０．０１０９．３６７３．２１５１．５２４４．９２３２０１５
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職の発展

前
年
比

総
計

国
際
経
済
法

農
業
法

銀
行
法
・
資
本
市
場
法

情
報
工
学
法

著
作
権
法
・
メ
デ
ィ
ア
法

商
法
・
会
社
法

営
業
上
の
権
利
保
護

運
送
法

相
続
法

建
築
法

９１１

４７，９７１．３４８

２１，７４１．６４１

９４，５８３．１９３

１１，２７３．５５３

１，３５３．６０１

６，５０３．８３５

１２，３１４．３０７

８，８９４．６９０

７，３１５．０３３

１０，８７５．５８０

３５，６１７．５６７

２４，５７９．４２６

１７，５５１１．０８０

１７，４７１３．０１６

１５，５７１５．０４２

１２，５７１６．９３３

８，８１１８．４２４

７，９０１９．８７９

１４，９０２２．８４１２１１７３３６０

２２，３８２７．９５３１１９１０４６７６０５４０１．１９２

１７，１５３２．７４７４７１４１３７２２５５９８７９３１．６１０

９，６９３５．９１９２１８１３５８５５３９４１１１２０９４２１．８４５

７，８７３８．７４５４８３７２１９０１２１７３４５４３１３４１．０７６２．０１３

７，２９４１．５６９８３５１５２４４１５４８９１６５２１５０１．２０５２．１６３

６，６７４４．３４０１０６６４２２９０１９３１．０３３７７３１５６１．３２０２．３１０

５，３７４６．７２３１１８７３２３５４２２６１．２１１８５５１６６１．４４４２．４２１

５，０２４８．８７８１３０８２０４０２２５４１．３３９９５９１７８１．５４８２．５６０

４，０１５０．８４０２０１３５９００４８０２９２１．４８３１．０１９１８６１．６２９２．６７８
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Ⅵ　ドイツの民事法律扶助制度

　ドイツにおいて訴訟費用援助は，司法領域の社会扶助制度と位置付けら

れており，訴訟費用を全く払えない，または一部しか支払えない人がドイ

ツ民事訴訟法１１４条ないし１２７条が規定する訴訟費用（PKH）の対象となる

（その基準は連邦社会扶助法所定の算定方式による）。

　援助を受けた者の訴訟費用は，全額，または一部国庫が負担する。敗訴

者負担原則により，援助利用者が敗訴した場合には，国庫から勝訴した当

事者に支払われる。援助利用者が勝訴した場合には，敗訴者から国庫が裁

判費用を，弁護士が弁護士費用を取り立てることになる。

　このドイツの訴訟費用援助の対象者層は，全世帯の下から４０％であり，

日本と比べると保護が厚くみえるが，EU諸国との関係では，イギリスは

全世帯下から５０％，フランスは全世帯下から５０％であり，決して厚い保護

とはいえない。ヨーロッパにおいては権利を実現するための国家として，

裁判所の役割や法律扶助の在り方の思想や，また EUでは裁判を受ける権

利の保障が国内法のみならず，欧州人権条約や EU指令に基づいても規律

されている背景も影響していると思われる。

　ドイツでは国民の４０％が１９８０年に制定された民事訴訟法１１４条～１２７条の

訴訟費用援助の対象となるが，２００３年の社会扶助法の改正によって，訴訟

費用援助の基礎控除額（Freibeträg）が引き上げられ，訴訟費用援助の対象

となる当事者の範囲，とりわけ自己負担のない当事者の範囲が憲法上必要

とされる保障の範囲を超える事態が生じた。２００５年１月１日まで適用され

た基礎控除額によれば，地裁裁判官（既婚，子供１人）でも分割払いのな

い訴訟費用援助を付与されることとなり，また連邦議会職員（既婚，子供

２人）も若干の分割払い付きの訴訟費用援助を受けることができる計算と

なった。バーデン・ヴュルテンブルク州の会計検査院が推計したところに

よれば，基礎控除額についての法改正によってラントの毎年の経費負担は

資料５
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５万ユーロ増額することになる。このような極端なコストの爆発を阻止す

るため，基礎控除額は２００５年の法律（BGB１, I S.８３７）で２００４年まで適用さ

れた基準額に引き下げられ，今次の改正に至る。

◇ドイツ国庫負担表（司法省参事官法案２４－２７頁）

Abschlussberichts der Bund-Länder-Arbeitsgruppe „Kostendeckungsgrad 

in der Justiz“ für die ８２. Konferenz der Justizministerinnen und Justizmin-

ister am １８. und １９. Mai ２０１１ in Halle（Saale）より

◇ドイツ民事法律扶助実績（２０１０年　訴訟費用援助に関する統計）

Statistisches Bundesamt, Rechtspflegestatistiken BT-Drucksache 

１７/１１４７２, S.１７ff.
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２０１０２００９２００８２００７２００６２００５

１２６．２１９９９．７２０１３０．５６９総計連邦

９８．１０４７８．３２０９７．１３７連邦通常裁

２８．１１５２１．４００３３．４３２

連 邦 行 政
裁・連邦税
務裁・連邦
特許裁

n.E.n.E.n.E.n.E.n.E.n.E.償還

５０８．９３５．８２８５１１．２３９．２５４５０７．３７４．６０１５０２．４２２．９４３５０１．１２３．７１０４９４．５２３．５１６総計連邦と州

４２４．６０３．６４３４２８．３２２．９５９４３６．１４８．０５６４３６．５２０．９１０４３９．２９１．０１８４３４．１８６．１１４通常裁判所

８４．３３２．１８５８２．９１６．２９５７１．２２６．５４５６５．９０２．０３３６１．８３２．６９２６０．３３７．４０２専門裁判所

６３．３１６．４６３６２．６５０．１４０５６．１３８．３２４３２．３８０．３９０３０．５７８．２４６３１．４４６．１５２償還

３２８．１８１．４９８３２９．９４３．８７６２８３．６０１．７０３１５０．０９５．４７０１３５．７３２．０１３１３６．１８８．３５２返還を通知し
た州の総支出

１９，２９％１８，９９％１９，７９％２１，５７％２２，５３％２３，０９％総支出に対す
る返還比率

９８．１８９．６２０９７．０７４．７２４１００．４３３．６７０１０８．３８８．６８６１１２．８９５．１３６１１４．１８６．４２９
連邦と州の総
支出に関する
返還

４１０．７４６．２０８４１４．１６４．５３０４０６．９４０．９３１３９４．０３４．２５７３８８．２２８．５７４３８０．３３７．０８７償還を除いた
総支出
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◇各ラントにおける負担　［参考：参事官法案からの国庫負担表］
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許否（件）分割払い付き（件）付与件数（件）

３万７２１４８２９５９万４７５１民事裁判所

３万４５６０４万９１２９４７万５３３９家庭裁判所

５３６９７７５１６万５３９１労働裁判所

１万１６７４２３２６４７７行政裁判所

１万９３７０１１６０６万０７４３社会裁判所

１９８１５７１１０２税務裁判所

２０１０２００９２００８２００７２００６２００５
５１．１４８．９９２５２．６９６．３１７５０．７０３．８０４５２．３８６．１７９５２．９８８．９２６５３．１１６．７１２GesamtBW

４２．８９２．１６０４３．８７７．３８６４４．６３９．５７８４６．６１０．７７８４６．８０７．０２４４７．０３７．９３７Ordentliche Gerichte

８．２５６．８３２８．８１８．９３１６．０６４．２２６５．７７５．４０１６．１８１．９０２６．０７８．７７５Fachgerichtsbarkeiten

１２．７８７．２４８１３．１７４．０７９１２．６７５．９５１１３．０９６．５４５１３．２４７．２３２１３．２７９．１７８Rueckfluesse

６１．５６２．６５９６２．１８４．９９４６３．６２６．１８４６２．２００．８５０６０．３４１．５５８６１．２８８．６３４GesamtBY

５２．６０８．５４７５２．９７５．３７１５５．９０７．５２７５４．７７１．６９８５３．０７７．５３１５４．４８５．９０１Ordentliche Gerichte

８．９５４．１１２９．２０９．６２３７．７１８．６５７７．４２９．１５２７．２６４．０２７６．８０２．７３３Fachgerichtsbarkeiten

１４．１１５．１８２１３．７０６．４９９１３．６２２．８１１１３．２７１．２６５１２．８０３．２２１１３．２４０．７４３Rueckfluesse

１６．４６０．５２６１５．５８９．５６８１６．０５９．７６７１５．８７７．８３２１６．１９４．１２８１５．５１９．３１４GesamtBE

１０．２４５．４８７１０．１４８．４８６１０．５１７．６９４ １１０．４２４．５６０１１．０４３．７４７１０．２５４．７９６Ordentliche Gerichte

２．９１７．９６３２．６４２．１７１２．０５３．８１７．８４９．９０７７１．８９３ １４７．１０７Fachgerichtsbarkeiten

１．２６０．１９２１．５０４．８７８１．９８０．６０８１．２４２．８５０Rueckfluesse

４．７７６．５９０４．７５０．０９７４．７９７．３２５４．８０４．１８３４．５０６．０５１４．４５８．５７５GesamtBB

３．９０６．６３４４．００７．７０７４．０９４．５６８４．１３２．０５５３．８０４．０８６３．７３４．４９９Ordentliche Gerichte

８６９．９５６７４２．３９７０２．７５７６７２．１２８７０１．９６５７２４．０７６Fachgerichtsbarkeiten

Rueckfluesse

１２．６２８．１０８１３．７７７．６３４１４．００２．６２８１４．０８６．６９６１３．６９７．９５２１２．９２９．５８５GesamtHH

９．９６８．０９１１．０２５．４３８１１．５５３．０４４１１．７６５．８８０１１．４２５．２２９ １１０．７７３．８４４Ordentliche Gerichte

２．６６０．０１７２．７５２．１９６２．４４９．５８４２．３２０．８１６２．２７２．７２３２．１５５．７４１Fachgerichtsbarkeiten

Rueckfluesse

３８．４０９．３２６３７．４３１．１２２３７．９２３．１９１３９．３３７．７７５３９．９６９．２０８３９．９６９．２０８GesamtHE

３１．５１３．４４４３０．７９４．７３１３１．８８６．７１１３３．４６０．１８３３４．５２６．６０２３４．５２６．６０２Ordentliche Gerichte

６．８９５．８８２６．６３６．３９１６．０３６．４８０５．８７７．５９２５．４４２．６０６５．４４２．６０６Fachgerichtsbarkeiten

Rueckfluesse

１０．４１２．１８８１０．４９０．７１０１０．４８６．０６８１０．９５３．６０８１１．５０８．０９８１１．５７１．３３２GesamtMV

８．１８０．７０１８．３６２．２４２８．５６９．２０７９．３５１．１６５１０．０５５．３５２１０．０１０．２３７Ordentliche Gerichte

２．２３１．４８７２．１２８．４６８１．９１６．８６１１．６０２．４４３１．４５２．７４６１．５６１．０９５Fachgerichtsbarkeiten

Rueckfluesse

４９．４４６．４１９５１．１０９．８９５５１．９４５．０１４５０．３６３．９５１５０．０４６．２５９５０．３４４．４７０GesamtNI



１ ２０１３年改正訴訟費用援助法（Prozesskostenhilfe１９８０年，２０１３年改

正）１）

　訴訟費用援助については，ドイツ民事訴訟法（ZPO）１１４条～１２７条が規

定する。

豊田・山田：２０１５年度後期・公開講座「市民と弁護士（３）」
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１）　２０１３年の法改正の経緯につていては，（１）２０１０年３月２４日の連邦参議院法案
（BT-Drucks. １６/１９９４）（拙稿「民事訴訟費用援助制度の新たな動き──ドイツ訴訟
費用援助制限法─連邦参議院法案──」修道法学３５巻２号１６９頁以下参照），（２）
２０１２年５月参事官草案（拙稿「訴訟費用援助削減の動向──ドイツ参事官法案を中
心として──」修道法学３６巻１号１頁参照）など参照。（３）２０１３年５月１５日に連邦

４１．００２．６５９４２．５７２．０１７４４．３０１．０１８４３．４６５．０３４４３．８４６．５８５４４．３０１．８４６Ordentliche Gerichte

８．４４３．７６０８．５３７．８７８７．６４３．９９６６．８９８．９１７６．１９９．６７４６．０４２．６２４Fachgerichtsbarkeiten

Rueckfluesse

１３６．３５０．１５６１３５．７７２．４４２１３４．１３３．２７５１２７．９６３．７９８１３０．７４７．４２０１２６．５４２．１００GesamtNW

１１３．３５５．１１７１１３．３９９．２６２１１４．２８８．２１６１０９．９３８．３３２１１２．９５１．７５１１０８．７８４．１１９Ordentliche Gerichte

２２．９９５．０３９２２．３７３．１８０１９．８４５．０５９１８．０２５．４６６１７．７９５．６６９１７．７５７．９８１Fachgerichtsbarkeiten

２０．６３５．９４１２０．３２４．３８３２２．８２８．７３３nicht erfasstnicht erfasstnicht erfasstRueckfluesse

２７．０３２．１１４２６．５６１．９８５２５．１３８．６６１２５．９４６．０７０２４．９５３．４８３２４．６８２．９２３GesamtRP

２３．４５８．２６２３．３１４．２８２２２．２６０．５３２２３．３３０．９８４２２．３６９．３１９２２．１６５．２５９ １Ordentliche Gerichte

３．５７３．８５３３．２４７．７０３２．８７８．１２９２．６１５．０８６２．５８４．１６４２．５１７．６６４Fachgerichtsbarkeiten

Rueckfluesse

１０．１５９．５７９１０．１１８．８２６９．６１４．８８９９．７８２．３５５９．１５６．０９９８．６９８．９５９GesamtSL

８．９６５．６９２９．１６０．５５５８．６３４．８３６８．７３０．６０７８．２５６．２４１８．５８３．９７１Ordentliche Gerichte

１．１９３．８８７９５８．２７１９８０．０５３１．０５１．７４８８９９．８５８１１４．９８８Fachgerichtsbarkeiten

２．１６１．０７１１．９６１．１０３１．７８７．０７２１．６４８．６４７１．５００．９９２１．６６４．４３７Rueckfluesse

２０．９８１．７８０２１．２９４．５６４２０．５１２．１４９２０．６６９．９９８２０．４２０．７３３２０．４８１．０２６GesamtSN

１６．６７１．９２６１７．４４０．２４０１７．１２５．１７５１７．７５９．９８９１７．６８４．８４６１７．９０４．６２７Ordentliche Gerichte

４．３０９．８５４３．８５４．３２４３．３８６．９７４２．９１０．００９２．７３５．８８７２．５７６．４０９Fachgerichtsbarkeiten

４．９０２．６３４４．９７９．１３６nicht erfasstnicht erfasstnicht erfasstnicht erfasstRueckfluesse

２１．４６２．８４０２１．４８４．６４７２１．２８４．６２６２１．４６１．５６２２１．４００．５２５２０．００４．２２８GesamtST

１８．２５３．２３３１８．６１５．４６４１８．６８７．７１２１９．０６５．０１６１９．２９５．７６１１７．９５８．７６３Ordentliche Gerichte

３．２０９．６０７２．８６９．１８３２．５９６．９１４２．３９６．５４６２．１０４．７６４２．０４５．４６５Fachgerichtsbarkeiten

Rueckfluesse

１．３４６．１００２１．５７１．６００ ２２１．４９２．９００２０．８６２．０００２０．８３２．２００２１．５３０．５００GesamtSH

１８．５９３．３００１８．８２４．７００１９．０７４．６００１８．５４１．４００１８．６６９．１００１９．２７７．６００Ordentliche Gerichte

２．７５２．８００．２７４６．９００２．４１８．３００２．３２０．６００２．１６３．１００２．２５２．９００Fachgerichtsbarkeiten

Rueckfluesse

１３．４６８．７８２．５１４．４７６１２．９５２．０４０ １３１３．４５１．６１９１３．２４５．４３０１３．０８４．０４７GesamtTH

１０．２８９．９２６１０．４７３． ７８７１０．６０８．４９２ ．７１１．４２７．１１１１１．４２０．２２７１１．３１７．５５１Ordentliche Gerichte

３．１７８．８５６３．０４０．６８９２．３４３．５４８２．０２４．５０８１．８２５．２０３１．７６６．４９６Fachgerichtsbarkeiten

３．４６６．９９５３．３３７．４６２３．２４３．１４９３．１２１．０８３３．０２６．８０１３．２６１．７９４Rueckfluesse

→



修道法学　３９巻　１号

（１）付与要件

　（ア）主体的要件（資力要件）ZPO１１４条

　当事者の人的または経済的な状態に基づいて，訴訟追行の費用を，①

まったく支払えない当事者，②一部しか支払えない当事者，③分割払いで

しか支払えない当事者に付与する。当事者とは自然人を意味し，外国人，

無国籍者も含まれる。なお，法人（ドイツ法人，EU諸国の法人，経済協定

諸国の法人），当事者能力のある人の集合体，職務上の当事者については，

別に ZPO１１６条が規定する。

　当事者は，所得を投入しなければならない。所得には，金銭または金銭

価値のあるすべての収入が含まれる（１１５条１項１文・２文）。訴訟費用援

助の申立人の所得に限られ家族の所得は含まない。当事者は，期待可能な

限度で，自己の資産を利用しなければならない。訴訟費用が，４回の分割

払いにより，および資産からの拠出金によって完済できるときは，訟費用

援助は付与されない。

　なお，所得の算定は，ZPO１１５条の規定内容によると，次のような方法と

なる。

　　１　「利用すべき１か月の所得」＝総所得－控除すべき費用等２）

194（　 ）194

参議院法案は連邦議会否決され，２０１２年１１月１４日の連邦政府の改正法律案（BT-
Drucks. １７/１１４７２）が「訴訟費用援助法および助言援助法の改正法律案」（２０１３年９
月６日官報）となり，２０１４年１月１日より同法が施行されている。この辺りの経緯
については，別稿にて紹介するつもりである。
２）　所得からは，次の費用が控除される。すなわち，①社会法第１２編８２条２項所定の
費用（所得税，社会保険の義務的な掛け金，公的・私的な保険の掛け金で法定され
ているもの，所得を得るのに必要な経費，障害者に対する雇用促進給付金），②就
労所得のある当事者の場合，単身または単身で子を養育する受給者に対して，社会
法１２編２８条別表通常需要・第１段階の額により定められた，最高の基準額の５０％に
相当する額（２０６ユーロ，２０１４年１月１日より），③当事者および配偶者（生活パー
トナー）それぞれにつき，同様の最高の基準額の１０％増しの額（当事者につき４５２
ユーロ，配偶者または生活パートナーにつき４５２ユーロ，２０１４年１１日より），④法律
上の扶養義務に基づき扶養権者に扶養給付をしている場合，一人の成人につき，上
記１０％増しの額（成人は３６２ユーロ，１５歳～１８歳は３４１ユーロ，７歳～１４歳は２９９
ユーロ，６歳まで２６３ユーロ），⑤当事者の生活状況と不均衡でない限り，住居費お →

→



　　２　「分割金」＝利用すべき１か月の所得の１／２（半額）

　　３　ただし，分割金が１０ユーロ未満のときは，分割払いはしない（１１５

条２項２文）。

　　４　また，利用すべき所得が６００ユーロ以上のときは，３００ユーロに，

６００ユーロを超える額を加算した金額（１１５条２項３文）。

　　５　分割払いは，上訴の如何に拘りなく，最高４８か月である。

（イ）客体的要件（勝訴要件）

　目的とする権利追行または権利防御が，①十分な勝訴の見込みを有し，

かつ，②慎重さを欠くものでないこと（ZPO１１４条１文）。

（２）訴訟費用援助の審査・付与手続

　当事者は，受訴裁判所に所定の用紙を用いて，訴訟費用援助の付与の申

立てをする（ZPO１１７条１項１文前段）。口頭による申立ても可能である

（１１７条１項１文後段）。当事者は，証拠方法を提示して，事実関係を陳述し

なければならない（１１７条１項２文）。当事者は，人的・経済的な状況（家

庭の状態，職業，資産，所得，負担）について説明して，それに関する資

料を添付しなければならない（ZPO１１７条２項１文）。

　司法補助官法２０条２項により，ラントは法規命令により，裁判長からの

委譲により，司法補助官が主体的要件（ZPO１１４条・１１５条）の審査，事実

調査（１１８条２項），和解調書の作成（１１８条１項３文），主体的要件の欠如

に基づく付与の拒否裁判（１１８条２項４文）を行う旨を規定することができ

るとする。司法補助官の権限は，これに基づく。

　申立てについて，期間の定めはない。ただし，裁判所が申立てについて

の裁判を遅延したときは，訴訟費用援助は遡及的に付与しなければならな

い。裁判所の手続上の瑕疵を無資力当事者の負担に帰してはならない。

豊田・山田：２０１５年度後期・公開講座「市民と弁護士（３）」
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よび暖房費，⑥社会法による割増し需要（Mehrbedarfe）（第２編２１条，第１２編３０
条）（妊婦の費用，子供の養育費・教育費，障害者の就業費，医療に伴う食事代，
回避できない継続的な特別需要），⑦特別な負担を考慮して相当な限度で，その他
費用（民法１６１０条 a）。
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　訴訟援助の付与に先立ち，相手方は，特別な理由から不合理といえない

ときは，態度表明の機会を与えられなければならない（ZPO１１８条１項）。

　裁判手数料は，第１審手続では，無料である（裁判所費用法１条１項）。

第２審で抗告が棄却・却下された場合は，一括手数料が生ずる。他方，事

実調査，証人・鑑定人の尋問などにより生ずる費用は，まず国庫が負担し，

訴訟終了後に本案訴訟で敗訴した当事者が最終的に負担する（１１８条１項４

文・５文）。

　裁判外の費用のうち，相手方に裁判外で生じた費用は，償還しない（１１８

条１項４文）が，援助を付与された当事者が訴訟で勝訴したときは，準備

費用として相手方から償還できる。

（３）訴訟費用援助の裁判

　裁判所は，訴訟費用援助の裁判に先立ち，調査を行い，事実関係を解明

することができる（ZPO１１８条２項２文）。裁判所の定めた期間内に申立て

当事者が主体的要件の疎明をしない，特定の問題について答えないときは，

裁判所は訴訟費用援助を拒否することができる（１１８条２項４文）。この措

置は，裁判長，受託裁判官が行うものとする（１１８条３項）。また，司法補

助官も命を受けてき実施することができる（司法補助官法２０条４ a号）。

　訴訟費用援助の裁判（付与・拒否・取消しの決定）は，それぞれの審級

毎に行う（ZPO１１９条１項１文）。訴訟費用援助手続の裁判は，口頭弁論を

経ないで，決定により行う（１２７条１項１文）。

　付与決定においては，つぎの事項について掲げなければならない

（ZPO１２０条１項）。①付与する旨の裁判，②付与の範囲，③付与の時点，④

申立人が分割払いをすべきときは，その分割金の額（１２０条１項１文）。裁

判所が支払時期を別に規定しない限り，支払い義務は直ちに発生する（民

法２７１条参照）。支払いは，ラントまたは連邦のそれぞれ国庫にしなければ

ならない（１２０条２項）。延滞した支払いは，強制的に徴収できる（司法徴

収法１条４号 a）。⑤資産を利用すべきときは，資産から自己負担しなけれ

ばならない金額（ZPO１２０条１項１文）⑥申立てに応じて，分割払いの定め
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のない，または資産からの自己負担の定めのない訴訟費用援助が付与され

たときは，理由を付す必要はない。⑦一部付与，分割払い，資産からの支

払いの定めがある訴訟費用援助の付与の場合は，決定には必ず理由を付さ

なければならない。申立人の経済的状態についての記述が含まれた理由は，

申立人の同意がない限り，相手方に通知することはできない（１２７条１項

３文）。⑧費用の裁判は，行わない。

　訴訟費用援助を付与しない旨の決定には理由を付さなければならない。

理由に，主体的要件（資力要件）についての記述が含まれるときは，申立

人の同意があるときにのみ，相手方に通知できる（ZPO１２７条１項３文）。

拒否決定は，既判力を生じない。拒否決定後に，改めて訴訟費用援助付与

の申立てができる（連邦憲法裁　FamRZ ２００４, ９４０）。ただし，主体的（資

力）・客体的（勝訴）要件に変化がないにもかかわらず，再度申立てを行

うのは権利の濫用とみなされる。

　裁判所は，訴訟費用援助の基準となる人的・経済的な状態が著しく変化

したときは，当事者の支払いについての裁判を変更しなければならない。

裁判所の要請に基づき，当事者はいかなるときにも，状態の変化が生じた

か否かについて説明しなければならない。当事者にとって不利となる内容

への変更は，裁判の確定またはその他の手続の終了から４年が経過したと

きは，行わない。他方，当事者の経済的状態が著しく改善した，または，

その住所が変わったときは，当事者はそれを遅滞なく裁判所に届け出なけ

ればならない。当事者が継続的な１か月の所得を取得したときは，それま

で基礎におかれていた純所得との差額が１００ユーロを超えることが一回限り

でないときに限り，所得の改善は著しいものであるといえる。

　申立人は，自己に不利な決定に対して，即時抗告によって不服を申し立

てることができる（ZPO１２７条２項）。本案の訴額が６００ユーロを超えないと

きは，即時抗告はできない（１２７条２項２文後段）。ただし，裁判所がもっ

ぱら主体的要件を否定しているときは，その訴額による制限はなく，即時

抗告できる（１２７条２項２文後段）。　即時抗告の期間は，１か月である
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（１２７条２項３文）。その期間を徒過したときは，訴訟費用援助決定に対し，

もはや不服申し立てはできない。ただし，決定は既判力を生じない。

　国庫は，申立人に支払いの義務のない訴訟費用援助が付与された場合に

のみ，即時抗告をすることができる（ZPO１２７条３項１文）。抗告の理由は，

当事者は，その人的および経済的な状態からして，支払いをしなければな

らなかったという事情にのみ基づくことができる（ZPO１２７条３項２文）。

抗告手続の費用は，償還されない（１２７条４項）。

（４）弁護士の付添い

　資力のない当事者に対して，財政的な援助によるだけでは裁判所へのア

クセスを開くのに十分ではなく，適切な権利追行・権利防御のために必要

である場合には，また武器平等の原則からも，弁護士による代理が必要で

ある。

　弁護士強制が定められた地裁以上の訴訟手続３）では，裁判所の付添決定

により，当事者は，自ら選択した弁護士の代理を受けることができる

（ZPO２１条１項）。

　当事者訴訟が認められる場合４）であっても弁護士の代理が必要である，

または相手方が弁護士により代理されているとき，当事者の申立てにより，

自ら選択した弁護士の代理を受けることができる（ZPO１２１条２項）。

　受訴裁判所の管轄内で所属認可を受けていない弁護士（管轄外の弁護士）

（auswärtigen Rechtsanwalt）は，そのために余分の費用が生じないときにの

み，付添うことができる（ZPO１２０条３項，１２１条３項・４項）。
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３）　弁護士強制が法定された手続は，次のとおりであり，これらの手続では，弁護
士付添いの明示的な申立ては必要ない。むしろ，裁判所は付添いを命ずる義務があ
る。すなわち，①地方裁判所，高等（上級）裁判所，連邦裁判所の手続（ZPO７８条
１項），②家庭裁判所の手続（ZPO７８条２項・３項。婚姻事件，婚姻効果事件など），
③ラント（地方）労働裁判所，連邦労働裁判所の手続（労働裁判所法１１条２項），④
高等（上級）行政裁判所，連邦行政裁判所の手続（行政裁判所法６７条１項），⑤連邦
社会裁判所の手続（社会裁判所法１６６条）である。
４）　区裁判所，労働裁判所，行政裁判所，社会裁判所，ラント社会裁判所，財政裁
判所の手続がこの場合に当たる。



　当事者が代理を引き受ける弁護士をみつけることができなかったとき，

裁判長は，当事者の申立てに基づき，弁護士に付添いを命ずる（１２１条５

項）。いわゆる緊急弁護士である。当事者が，弁護士を探したが，見つか

らなかったと申し立てる必要がある。義務的な裁量で選出された弁護士の

付添い命令により，弁護士は代理を引き受けなければならない（連邦弁護

士法４８条）。

　裁判所の付添い決定により，弁護士は国庫に対して報酬請求権を有する

（弁護士報酬法４５条以下）。報酬請求権は，訴訟費用援助を付与し，かつ，

弁護士の付添いを命じた決定により確定される（弁護士報酬法４８条１項）。

（５）訴訟費用援助の効果

　付与の効果は，申立当事者本人にのみに生ずる。国庫の申立当事者に対

する費用請求権（裁判所費用，執行官費用，付添い弁護士に支払う報酬）

は，裁判所の付与決定で定められた支払い方法・金額に基づいてのみ，援

助当事者に請求できる（ZPO１２２条１項）。

　付添い弁護士は，援助当事者に報酬を請求することはできない（１２２条１

項３号）。それに代わり，付添い弁護士は，援助当事者のための職務行為に

ついては，国庫から法定の報酬を受ける（弁護士報酬法４５条１項）。

　原告側当事者が支払いの定めのない訴訟費用援助を付与されている場合

には，相手方当事者も，裁判所費用，執行官費用の支払いを一時猶予され

る（１２２条２項）。被告側当事者が支払いの定めのない訴訟費用援助を付与

されても，相手方には効果は生じない。原告は，審級の手続を申し立てた

費用や予納費用（裁判所費用法２２条・１７条・１８条）を支払わなければなら

ない。訴訟費用援助を付与された被告側当事者が敗訴した場合には，国庫

は，すでに徴収した費用を勝訴の相手方（＝原告）に返還する（裁判所費

用法３３条１項後段）。

（６）裁判所による付与の取消し

　以下の取消事由がある場合，裁判所は付与を取り消す決定をしなければ

ならない（ZPO１２４条）。①当事者が係争関係を不当に陳述して，付与要件
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（＝客体的要件）を偽ったとき（１号），②当事者が故意または重大な過失

により，主体的要件について虚偽の申立てをしたとき，または裁判所の要

請に基づく，当事者の状態の変化の発生についての説明義務を怠った，ま

たは十分にしていないとき（２号），③主体的要件が付与の時点でなかった

にもかかわらず，その存在が誤って認定されたとき（３号）ただし，判決

の確定またはその他の終結（和解）から４年が経過しているときは，取消

しはしない。④当事者が，裁判所に所得・資産の状態の著しい改善または

住所変更について，故意または重大な過失により，不当に報告した，また

は遅滞なく報告していないとき（４号），⑤当事者が３か月以上分割払い

を怠った，または，その他の費用の支払いを遅延したとき（５号）。

　証拠申立てが慎重さを欠いているとき，または，申立てのあった証拠調

べが十分な勝訴の見込みを示さないとき，裁判所は訴訟費用援助の付与を

一部取り消すことができる（ZPO１２４条２項）。

　付与のすべての効果（１２２条）が消滅する。一部取消しの決定に対しては，

１２７条２項２文により，即時抗告によって不服申し立てができる。

２　訴訟費用の負担との関係

　ドイツ民事訴訟法（ZPO）９１条第１項は，「敗訴した当事者は，訴訟費用

を負担しなければならない。」と規定しており，ドイツにおいても原則と

して敗訴者が裁判所に訴訟費用を支払わなければならないが，日本と違い，

その第２項で「勝訴した当事者の弁護士の法定の手数料および立替金は，

すべての訴訟において償還しなければならない。」「弁護士は，自己の事件

においては，訴訟代理権のある弁護士の手数料および立替金として償還を

求めることができたであろう手数料および立替金の償還を受けることがで

きる。」と規定している。すなわち，ドイツにおいては，勝訴した当事者

の弁護士費用も敗訴者が負担することが法定されているのであり，この点

において敗訴者が負担する訴訟費用の意義は，わが国とは異なるといえる。

　なお，ドイツにおける「訴訟費用」の内訳は，裁判所に納付すべき「裁
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判所費用」（Gerichtskosten）（手数料（Gebühre），裁判所が立て替える諸

経費（Auslagen）（証人・鑑定人への日当などその他の費用））および「弁

護士費用」（Anwaltskosten）となる。

　裁判所費用については，裁判所費用法（Gerichtskostegesetz: GKG）が，

弁護士費用については，弁護士報酬法（Rechtsanwaltsvergütungsgesetz　

２００４年。２０１３年改正：RVG）が規定する。裁判所費用である手数料は，訴

額に応じて算定される（GKG２条１項）。弁護士の報酬算定の基準となる

のもこの手数料である（同２条２項）。

　援助当事者が勝訴した場合は，国庫から敗訴した相手方へ費用償還請求

がなされることになる。国庫は，敗訴の相手方が訴訟費用の支払いを確定

的に命ぜられたときに初めて，裁判所費用および執行官費用を相手方から

取り立てることができる（ZPO１２５条１項）。相手方が一時支払いを猶予さ

れていた裁判所費用（ZPO１２２条２項）について，同様に取立てることがで

きる（１２５条２項）。また，付添い弁護士は，訴訟費用の支払いを命ぜられ

た相手方から，自己の名で，通常の報酬額を取り立てることができる

（ZPO１２６条１項）。

　他方，援助当事者が敗訴した場合は，訴訟費用援助の付与は，相手方に

生じた費用の償還義務に影響を及ぼさない（ZPO１２３条）。つまり，訟費用

援助の付与は，当事者に絶対的な費用免除を生ずるものではない。したがっ

て，勝訴した相手方は，敗訴した援助当事者に対して，すべての訴訟費用

を償還請求することができる（ZPO９１条）。

　裁判所費用の扱いについてであるが，援助当事者が支払い義務のない訴

訟費用援助を付与されている場合は，相手方も，裁判所費用の支払いを一

時猶予されている（１２２条２項）。そこで相手方が勝訴しても，一時猶予さ

れていた費用については，費用償還請求権は発生しない。また，勝訴した

相手方は，すでに支払い済の裁判所費用を国庫から返還される。その限り

で，援助当事者は保護される（GKG３１条３項１文）。
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３　２０１３年改正助言援助法

　「助言援助」とは，裁判外の領域での訴訟費用援助に対応する制度である。

２０１３年の法改正により，大幅な法改正が行われた。助言援助法は，低所得

の市民に，若干の自己負担と引き換えに，裁判手続外および強制的（義務

的）（obligatorischen）和解手続において法的助言および法的代理を保障す

る。以下に助言援助法（Gesetz über Rechtsberatung und Vertretung für 

Bürger mit geringem Einkommen（Beratungshilfegesetz–BerHG））の概要

を紹介する。

（１）要件（１条）

　裁判手続外，および民事訴訟法施行法１５条 aによる義務的和解手続にお

ける権利主張のための援助が目的である。具体的には，①権利保護を求め

る当事者が，その人的および経済的な状態からして，必要な費用を支払う

ことができないとき，②権利保護を求める者が，その利用を期待されるべ

き他の援助の可能性を利用できないとき，③助言援助の要求が慎重さを欠

くものとみえないときに利用できる。

（２）助言援助の内容・効力範囲（２条）

　申立人が，法律事件の範囲，難易度または意義から考えて，助言だけで

は自己の権利行使を自らできないとき，代理は必要である（２条１項２文）。

　助言援助は，すべての法律事件に付与される（２項１文）。刑法・秩序違

反法の事件は，助言のみが付与される（２文）。外国法が適用される事件に

ついては，事実関係がドイツとの関連を示さない限り，付与されない（２

条３項）。

　助言援助の担当者（３条）は，弁護士，弁護士会所属の法律補助者

（Rechtsbeistände）である。助言援助は，つぎに掲げる者も，それぞれの法

的助言権限の範囲内で，付与できる。すなわち，租税助言者（Steuerbera-

ter）お よ び 租 税 代 理 人（Steuerbevollmaechtigte），会 計 検 査 人

（Wirtschaftspruefer）および宣誓した会計士（Buchpruefer），年金助言者

（Rentenberater）である。また，区裁の司法補助官も助言援助できる。ただ
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しこの場合は，即時の教示，他の援助の指摘，申立ての受理に限られる

（３条２項）。

（３）助言援助の審査手続・助言援助の実施

　申立ては，口頭または書面による（４条２項１文）。助言援助を求める事

実関係を陳述しなければならない（４条２項２文）。

　申立てには，①申立人の人的・経済的状態についての説明，特に家族状

態，職業，資産，所得および負担についての記述，およびそれを証する書

面（３項前段 ）を添付しなければならず（４条３項），同一事件について

助言援助を従前付与されたこと，また法律によって拒絶されたことがない

旨，および，裁判手続が係属していない，または係属したこともない旨の

申立人の保証（３項後段）が必要となる。

　裁判所は，申立人が事実上の申立てについて疎明するように求めること

ができる。特に宣誓に代わる保証を求めることができる（４条４項１文）。

裁判所は調査を行う，特に文書の提出を命じ，かつ，情報を収集すること

ができる（４条４項２文）。ただし，証人および鑑定人は尋問しない（４

条４項３文）。裁判所が定めた期間内に，申立人が人的・経済的な状態に関

する申立てついて疎明しない，または，特定の問題について答えない，ま

たは不十分にしか答えないときは，裁判所は助言援助の付与を拒否する（４

条５項）。

　助言援助が事後的に申立てられる場合において（６条２文），助言者は，

助言援助の開始前に，申立人が人的・経済的状態を証明するように要請し，

同一事件に関してそれまでに裁判所によって助言援助を付与されたことも

拒否されたこともないこと，および同一事件に関して裁判手続が係属して

いるまた係属したことのないことを陳述するように要請することができる

（４条６項）。

　助言援助の付与要件が存在し，かつ，事件が区裁（司法補助官）で解決

されないときは，区裁は，事件の内容を詳細に記して，申立人の選択にか

かる助言者による助言援助のための資格証明書を交付する（６条１項）。
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申立人が助言援助について直接に助言者を訪れたときは，助言援助付与の

申立ては事後的にすることができる。この場合に，申立ては助言援助活動

の開始後，遅くとも４週間以内にしなければならない（６条２項１文・２

文）。

（４）付与の取消し（６条 a）

　裁判所は，助言援助の要件が付与の時点で存在していなく，かつ，付与

から一年が経過していないときは，職権により付与を取り消すことができ

る（６条 a１項）。

　助言者は，申立人が，助言援助が付与された助言または代理に基づいて，

一定の物を取得したときは，付与の取消しを申し立てることができる。

　裁判所は，申立人が取得した物に基づくと，助言援助の付与ための人

的・経済的な要件についてもはや満たしていないときは，申立人を審尋し

たのち，助言援助の付与についての決定を取り消すものとする（６条 a第

２項３文）。

　助言援助の付与が取り消されたとき，助言者の国庫に対する報酬請求権

は影響を受けない（８条 a第１項１文）。ただし，助言者が，助言援助の

履行時に付与要件がないことを知っていた，または，過失によりそれを知

らなかったとき，または，助言援助の取消しを自ら申し立てた（６条２項）

ときは，その限りでない。

　助言者は，つぎの場合には，通常の規定に従って報酬を請求することが

できる（８条 a第２項）。すなわち，①助言者が国庫からの報酬を請求し

ていない，またはその支払いを求めていないとき，かつ，②助言者が，申

立人から依頼を引き受ける際に，申立人に対し，付与の取消し可能性，お

よび報酬への効果について指摘しているときには，報酬を請求することが

できる。

　申立人が助言援助の手数料（連邦弁護士報酬法別表１ Nr.２５００）５）をすで
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に支払っている限り，それは報酬請求権と相殺される（８条 a第２項２文）。

助言援助のための人的・経済的な要件がなかったという理由で，助言援助

の付与が取り消されるとき，国庫は，申立人に対して，自ら助言者に支

払ったまたは差し引いた金額を請求することができる（８条 a第３項）。

（５）不服申立て

　　助言援助の付与申立てを却下した決定，付与を職権により，または助

言者の申立てにより再び取り消した決定に対して，申立人は異議のみを行

うことができる（７条）。

（６）費用との関係

　相手方が申立人に権利行使の費用を償還すべき義務を負ったとき，相手

方は，助言者の活動に対して，通常の規定に従った報酬を支払わなければ

ならない（９条１文）。請求権は，助言者に移転する。この移転は，申立人

の不利益になるように主張できない（９条２文・３文）。

　助言者の報酬は，助言援助に適用される弁護士報酬法の規定による。弁

護士でない助言者は，その限りで，弁護士と同等に扱う（８条１項１文・

２文）。つまり，助言援助の枠内での活動に対しては，助言援助法３条１項

による相談所の活動に対して，特別な合意がない限り，弁護士は，ラント

の国庫からこの法律に従って報酬を受ける（弁護士報酬法４４条１文）。助言

手数料は申立人のみが負担する（弁護士報酬法４４条２文）。

　助言援助の付与は，助言者は，助言援助の手数料（弁護士報酬法４４条２

文）を除き，申立人に対して，報酬を請求できなくなるという効果を生じ

る（８条２項１文）。事後的申立ての場合にも（６条２項），裁判所による

裁判までは，同様とする（８条２項１文・２文）。事後的な申立てにおいて，

助言援助が付与されなかった場合，助言者が受任の際に申立人に指示して

いたときは，通常の規定に従って報酬を請求することができる（８条 a第

４項）。
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◇助言援助の統計（Vgl. BT-Druckssache １７/１１４７２, S.２１ff.）

　１）申立て・付与・却下件数

　２）弁護士による助言援助の内訳，助言援助の経費

以上
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EU関係申立て却下資格証明書交付資格証明書交付申立て件数年

弁護士の申立て
（事後的も）

申立人の直接申
立て

─９５４５１４４６９３５１７５５９１８９１９８１

─１４７１１１６２４２２６７１７１２３９００９１９９０

─９０８２１６２４３６９４３１３２６６４１６１９９５

─１２８３３２３９４６６１７２１２８４２５０３２２０００

─２７５６２３９２３７９３６９６４２７９０３５４２００５

１１１０７０１０３４０４７５４４９４０３４９７０１５２２０１０

経費和解締結・事件の解決代理助言・教示年

１６２７４２７１８３０１０２８６１２０６４１９８１

１２７２０５３１１１６３３７９９３２３９９８１１９８５

２０９０９５８５８４２９１３０２７７４４０９８１９００

２７５０６６１５１００６４１３６０８４５１１７９１９９５

３６４５９３１９１７３９４２１４４６９８３０２１２０００

６３５６１６７８５１４９３３７０１４２１４６８８８２００５

８５１６８６５０５９０１０５０４７５５１７４７６４２０１０




